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 【資料１】TVF 受入槽（G11V10）及び回収液槽（G11V20）据付ボルトのせん断強度

試験について 

 

 【資料２】TVF 受入貯槽（G11V10）及び回収液槽（G11V20）の据付ボルトのせん断
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ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 
受入槽（G11V10）及び回収液槽（G11V20）の 

据付ボルトのせん断強度と安全裕度の向上に関する検討状況について

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の受入槽及び回収液槽の据付ボルトに

ついて、廃止措置計画用設計地震動が作用した際のせん断荷重の評価結果（最大 50 kN/本（ボル

ト有効断面積に対するせん断応力は 205MPa）、45℃条件）は、実機を模擬して実施した荷重試験

の結果から算定された許容荷重（供用状態 Ds：71 kN/本、45℃条件）を満足する結果が得られて

いる（付表）。しかしながら荷重試験に基づく許容荷重は実機の実力値に近くその裕度は大きくな

い。そこで、リスクの大きい高放射性廃液を取り扱うという観点からさらなる耐震裕度を確保す

る方策として、貯槽の液量を制限した場合に地震時に据付ボルトに作用する荷重がどの程度低減

可能かについての評価を行った。受入槽の機器設計では工程後段にある濃縮器で濃縮した高放射

性廃液（設計上想定する密度 1.6 g/cm3）を貯槽の荷重条件としているが、高放射性廃液貯蔵場

（HAW）から受け入れる高放射性廃液の密度は 1.28g/cm3以下であることから、この 2 つの条件

に基づき評価を実施した（付図）。

実際の運転（直近の 16-1，17-1，19-1 キャンペーン）における濃縮後の高放射性廃液の密度は

最大でも 1.315 g/cm3程度である。また、通常運転では濃縮後の高放射性廃液を受入槽・回収液槽

で扱うことはない。濃縮後の高放射性廃液を受入槽・回収液槽で扱う場合というのは、機器故障

等で固化処理運転を中断せざるを得なくなった際に、工程内に残留した濃縮後の高放射性廃液を

高放射性廃液貯蔵場（HAW）へ返送するために一時的に受け入れるときである。 

したがって、このようなガラス固化処理の運転状態及び運用の特徴に基づき、今後進めていく

ガラス固化処理においても、適切な耐震上の保守性を確保できるよう液量管理の方法について検

討を進める。

【資料２】
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付表 廃止措置計画用設計地震動に対する受入槽・回収液槽据付ボルトの発生荷重と各許容荷重

高放射性廃液

密度

設計地震動において据

付ボルトに加わる最大

せん断荷重

（満水 11 m3 時） 

荷重試験に基づく

許容せん断荷重

（供用状態 Ds） 

材料規格値に基づく

許容せん断荷重

（供用状態 Ds） 

1.6 g/cm3 50 kN/本 
71 kN/本 34 kN/本 

1.28 g/cm3 44 kN/本 

付図 受入槽・回収液槽の貯蔵液量と地震時の据付ボルトに発生するせん断応力の関係

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

貯蔵液量 [m3]

設
計
地
震
動
に
よ
る
荷
重[kN

/
本]

荷重試験に基づく供用状態Dsの許容荷重

材料規格値に基づく
供用状態Dsの許容荷重

濃縮後の高放射性廃液（密度：1.6g/cm3）受入時↓

↑ 高放射性廃液貯蔵場（HAW）から受け入れる
高放射性廃液（密度：1.28g/cm3）受入時
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ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の 

機器・配管系の耐震性計算書 

 

 

令和２年６月１８日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【資料３】 

【概要】 

〇ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の機器・配管系の耐震計

算書として，以下に示す特徴的な機器の耐震計算書を示す。 

・ 受入槽（G11V10）及び回収液槽（G11V20）

・ 濃縮器(G12E10)

・ 濃縮液槽(G12V12)

・ 溶融炉(G21ME10)

・ 1 次系冷却ポンプ(G83P32,P42)

・ ルテニウム吸着塔(G41T35)

・ 濃縮器ラック(G12RK10)
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1. 概要 

高放射性廃液の閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能を構成する受入槽(G11V10)及び回収液槽

(G11V20)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐

震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力

が作用したとしてもその安全機能の維持が可能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の構造強度の評価は，有限要素法（FEM）解析により

行い，当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容

限界を超えないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会） 

 

2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

AL JSME S NC1-2012 SSB-3200に定める許容荷重 N 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121に定める許容応力算定用基準値 MPa 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

Syd JSME S NC1-2012 SSB-3200に定める最高使用温度における材料の設計降伏点 MPa 

Syt JSME S NC1-2012 SSB-3200に定める試験温度における材料の設計降伏点 MPa 

TL JSME S NC1-2012 SSB-3210 に定める荷重試験により支持構造物が破損するお

それのある荷重 

N 

 

 

3. 評価部位 

受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる胴，ラ

グ及び据付ボルトとする。受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の概要図を図 3-1に示す。 
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図 3-1 受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の概要図 

 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組合せ 

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震による応力を組み合わせた。地震による

応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法により組み合わ

せた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」及び「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」に準拠又は実験値等で妥当性が確

認されているものを用いた。評価に当たっては供用状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用

状態 Ds については，温度は設計温度，圧力については設計圧力，自重については液量を満杯

 

t=13

冷却ジャケット

据付ボルト（M20)

ラグ

胴

外径　2426

据付ボルト（M20）
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とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態と

した。 

据付ボルトのせん断応力の許容応力について，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 

JSME S NC1-2012 SSB-3200」では，当該支持構造物と同一の材質及び形状を有する支持構造

物がある場合は，その支持構造物で求めた値を使用することができるとしていることから，

当該規格に基づき，せん断試験を実施し，その試験から得られた値を用いた。評価部位ごと

の応力分類及び許容応力を表 4-1に示す。 

 

 

表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力 

評価部位 応力分類 許容応力 

胴 一次一般膜応力 0.6 Su 

胴 一次応力 
0.9 Su 

(1.5×0.6 Su) 

ラグ 一次応力 F 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 AL (許容荷重)=0.6 TL Syd/Syt 

 

 

 

4.3 減衰定数 

減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」に規定された値を用いた。

使用した減衰定数を表 4-2に示す。 

 

表 4-2 使用した減衰定数 

評価対象設備 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20) 1.0 1.0 
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4.4 設計用地震力 

「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」に基づき，廃止措置計画用設計地震動

による建家の地震応答解析の結果得られる各階の床応答加速度をもとに，各階の床応答スペ

クトル（Ss-D，Ss-1，Ss-2 の 3 波包絡，周期軸方向に±10 % 拡幅したもの）を作成し，こ

れを評価に用いた。 

受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の解析用の床応答スペクトルは，機器据付階（地下

１階）のものを用いた。使用した解析用の床応答スペクトルを表 4-3，図 4-1 及び図 4-2 に

示す。 

 

 

表 4-3 使用した解析用の床応答スペクトル 

評価対象設備 水平方向 鉛直方向 

受入槽(G11V10)及び

回収液槽(G11V20) 

解析用の床応答スペクトル 

（地下１階，減衰定数 1.0 %） 

解析用の床応答スペクトル 

（地下１階，減衰定数 1.0 %） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

<30>



 
 

6-1-2-5-2-1-5 
 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(g

al
)

周期(s)

10%拡幅

h = 0.01     B1F     最大値（10％拡幅）＝6022.681 (gal)

 
図 4-1 解析用の床応答スペクトル（水平方向，地下 1階，減衰定数 1.0 %） 
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図 4-2 解析用の床応答スペクトル（鉛直方向，地下 1階，減衰定数 1.0 %） 
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4.5 計算方法 

受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の発生応力の計算方法は FEM解析（スペクトルモー

ダル法）を用いた。解析コードは FINAS※1 を用いた。構造強度評価は，算出した発生応力と

許容応力を比較することにより行った。 

 

※1 日本原子力研究開発機構，伊藤忠テクノソリューション株式会社, “FINAS 汎用非線形構造解析

システム Version 21.0”. 

 

 

4.6 計算条件 

4.6.1 解析モデル 

受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の解析モデルを図4-3に示す。FEM解析のモデルは，

その振動特性に応じ，代表的な振動モードが適切に表現でき，地震荷重による応力を適切に

算定できるものを用いた。 

モデル化にあたって，空質量には槽内構造物等の質量が含まれているが，それらの質量は

胴板全体に付加した。また，高放射性廃液の質量については，接液部分の胴板に付加した。

胴板への質量の付加においては，解析モデルの総質量が約 27.07 t となるように，液位より

下部の胴板の密度に付加した。 

<32>



 
 

6-1-2-5-2-1-7 
 

 

据付ボルト

 
 

 

部位 
並進方向 回転方向 

x y z θx θy θz 

据付ボルト 〇 〇 〇 － － － 

 

拘束条件     〇：固定、－：フリー 

 

 

図 4-3 受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の解析モデル 
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4.6.2 諸元 

受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の主要寸法・仕様を表 4-4 に示す。空質量には、貯

槽本体胴（ジャケット含む。），ラグ，内部配管及び内部配管の支持部材を含む。 

 

 

表 4-4 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目  値 

受入槽(G11V10)及び

回収液槽(G11V20) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

圧力（設計圧力）  0.049 (MPa) 

胴外径  2426 (mm) 

胴板厚さ  13 (mm) 

胴高さ（外側）  3476 (mm) 

胴材質  R-SUS304ULC 

胴温度（設計温度）  95 (℃) 

据付ボルト呼び径  M20 

据付ボルト有効断面積※  245 (mm2) 

据付ボルト材質  SUS316 

据付ボルト温度  45 (℃) 

液量（満杯）  11 (m3) 

液密度  1.6 (g/cm3) 

空質量  約 9.47 (t) 

総質量（設計質量）  約 27.07 (t) 

※ JIS B 0205に基づく。 

 

 

4.7 固有周期 

受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20)の固有周期を表 4-5に示す。 

 

表 4-5 固有周期 

評価対象設備 固有周期 

受入槽(G11V10)及び回収液槽(G11V20) 0.062（秒） 
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5. 評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。胴部の最大応力発生点（応力強さ）を図 5-1，図 5-2

に，ラグ部の最大応力発生点を図 5-3 に，ボルトの最大せん断応力発生点を図 5-4 に示す。

ボルトの発生応力は，計算から得られるボルト 1 本あたりの最大せん断荷重をボルトの有効

断面積で割って算出した。 

ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の受入槽(G11V10)及び回収液槽

(G11V20)の各評価部位の発生応力は，いずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

受入槽(G11V10)及

び回収液槽

(G11V20) 

胴 

（冷却ジャケッ

トを含む。） 

一次一般膜 103 247 0.42 

一次 152 371 0.41 

ラグ 一次 176 246 0.72 

据付ボルト 
引張 139 246 0.57 

せん断 205 226※2 0.91 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 

※2 JSME S NC1-2012 SSB-3200 に基づき実施したせん断試験から得られた AL をボルトの

断面積で除して算出した許容応力（詳細は「別紙 6-1-2-5-2-1 参考 1 ガラス固化技

術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟受入槽（G11V10）及び回収液槽（G11V20）据

付ボルトのせん断強度試験について」）。 

 

<35>



 
 

6-1-2-5-2-1-10 
 

 

 

 

(1)自重による応力 (2)圧力による応力 

 

 

 

 

(3)水平 X方向地震力による応力 (4)鉛直方向地震力による応力 

 

 

図 5-1 胴部の構造強度評価結果（一次一般膜応力） 
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(1)自重による応力 (2)圧力による応力 

 

 

 

 

(3)水平 X方向地震力による応力 (4)鉛直方向地震力による応力 

 

 

図 5-2 胴部の構造強度評価結果（一次応力） 

 

 

 

 

 

<37>



 
 

6-1-2-5-2-1-12 
 

 

 

 

(1)自重による応力 (2)圧力による応力 

 

 

 

 

(3)水平 X方向地震力による応力 (4)鉛直方向地震力による応力 

 

 

図 5-3 ラグ部の構造強度評価結果（一次応力） 
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最大せん断応力発生点

最大せん断応力発生点

 

 

図 5-4 据付ボルトの最大せん断応力発生点（荷重条件：水平 X方向地震力） 
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1. 概要 

高放射性廃液の閉じ込め機能を構成する濃縮器(G12E10)について，「再処理施設の位置，構

造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，

廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が

可能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 評価対象の濃縮器(G12E10)の構造強度の評価は，有限要素法（FEM）解析により行い，当該

設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界を超え

ないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会） 

 

2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

 

 

3. 評価部位 

濃縮器(G12E10)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる胴及び据付ボルトとする。濃

縮器(G12E10)の概要図を図 3-1に示す。 
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 (単位;mm) 

 

図 3-1 濃縮器(G12E10)の概要図 

 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組合せ 

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法により組み

合わせた。 
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4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」及び「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用状態 Dsにおける

許容応力を用いた。供用状態 Dsについて，温度は設計温度，圧力については設計圧力，自重

については液量を満杯とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地震力

を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力分類及び許容応力を表 4-1に示す。 

 

表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力 

評価部位 応力分類 許容応力 

胴 一次一般膜応力 0.6 Su 

胴 一次応力 
0.9 Su 

(1.5×0.6 Su) 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

 

4.3 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動によるガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の

各階での静的解析用震度を表 4-2 に示す。濃縮器(G12E10)は，固化セル(R001)内の濃縮器ラ

ック(G12RK10)に搭載している機器であるため，図 4-1 に示す通り,濃縮器(G12E10)の静的解

析用震度は，濃縮器ラックの地震応答解析結果（別紙 6-1-2-5-2-115）から得られる機器搭載

位置での静的解析用震度（水平方向：1.63，鉛直方向：1.18）を用いた。 

 

表 4-2 静的解析用震度 

階 
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2） 

水平方向 鉛直方向 

RF 1.28 0.79 

3F 1.12 0.79 

2F 1.03 0.79 

2F 0.97 0.78 

B1F 0.90 0.78 

B2F 0.86 0.77 
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図 4-1 ラック搭載機器への地震動の入力方法 

 

4.4 計算方法 

濃縮器(G12E10)の発生応力の計算方法は FEM 解析（静的解析）を用いた。解析コードは

MSC.Nastran※1を用いた。構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することによ

り行った。 

 

※1  MSC Software Corporation, “MSC.Nastran Version 2005r2”. 

 

 

4.5 計算条件 

4.5.1 解析モデル 

濃縮器(G12E10)の解析モデルを図 4-2 に示す。FEM解析のモデルは，その振動特性に応じ，

代表的な振動モードが適切に表現でき，地震荷重による応力を適切に算定できるものを用い

た。 

モデル化にあたって，空質量には槽内構造物等の質量が含まれているが，それらの質量は

胴板全体に付加した。また，高放射性廃液の質量については，接液部分の胴板に付加した。

胴板への質量の付加においては，解析モデルの総質量が約 3180 kg となるように，液位より

下部の胴板の密度に付加した。 

 

 

ラック

ラック搭載機器

固化セル床面（地下2階）

固化セル壁面

ラック背面
支持装置

ラック脚部

ラック搭載位置
における加速度
（ラック搭載機
器への入力動）

地下1階の
地震床応答加速度
（ラック背面支持
装置への入力）

地下2階の
地震床応答加速度
（ラック脚部への入力）
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拘束条件 〇：固定、－：フリー             

部位 
並進方向 回転方向 

x y z θx θy θz 

据付ボルト 〇 〇 〇 〇 〇 － 

ラック接触部 － － 〇 － － － 

 

 
図 4-2 濃縮器(G12E10)の解析モデル 

 
 
 
 
 

 

 …拘束点 

ラック接触部 

濃縮器ラック 
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4.5.2 諸元 

濃縮器(G12E10)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。空質量（設計質量）には，貯槽本体胴，

ラグ，内部配管及び内部配管の支持部材を含む。 

 

表 4-3 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目  値 

濃縮器(G12E10) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

機器区分  クラス 3 

胴外径(大径部) 
 

1464 (mm) 

胴外径(小径部)  924 (mm) 

胴厚さ(大径部) 
 

6 (mm) 

胴厚さ(小径部)  11 (mm) 

胴高さ 
 

2400 (mm) 

胴材質 
 

TP35H 

胴温度  130 (℃) 

据付ボルト呼び径 
 

M20 

据付ボルト有効断面積※  245 (mm2) 

据付ボルト材質 
 

SUS316 

据付ボルト温度  45 (℃) 

液量（満杯）  1.4 (m3) 

液密度  1.6 (g/cm3) 

空質量（設計質量）  820 (kg) 

総質量(設計質量) 
 

3180 (kg) 

※ JIS B 0205に基づく。 

 

 

4.6 固有周期 

濃縮器(G12E10)の固有周期及び固有モードを図 4-3に示す。 
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１次モード図   固有周期：0.037（秒） 

 

 

 

 

 
図 4-3 濃縮器(G12E10) 固有モード図 
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5.評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1に示す。 

ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の濃縮器(G12E10)の各評価部位の発

生応力はいずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

濃縮器(G12E10) 

胴 
一次一般膜 7 146 0.05 

一次 48 219 0.22 

脚 一次 171 233 0.74 

据付ボルト 
引張 18 246 0.08 

せん断 132 142 0.93 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 
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濃縮液槽(G12V12)の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

高放射性廃液の閉じ込め機能を構成する濃縮液槽(G12V12)について，「再処理施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，

廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が

可能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 濃縮液槽(G12V12)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に対する扱いを考慮するため「原

子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のラグ支持たて置円筒形容器の構造強度評価

に準拠する。 

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限

界を超えないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Do 胴外径 mm 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa 

ｈ 胴高さ mm 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

t 胴板厚さ mm 

𝜎𝜎0 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

𝜎𝜎0𝛷𝛷 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 
𝜎𝜎0𝑥𝑥 胴の軸方向一次一般膜応力 MPa 
𝜎𝜎𝛷𝛷1 内圧又は静水頭による胴の周方向応力 MPa 
𝜎𝜎𝛷𝛷2 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa 
𝜎𝜎𝑥𝑥1 内圧又は静水頭による胴の軸方向応力 MPa 
𝜎𝜎𝑥𝑥2 運転時質量による胴の軸方向応力 MPa 
𝜎𝜎𝑥𝑥11 鉛直方向地震力による胴断面に生じる引張応力 MPa 
𝜎𝜎𝑥𝑥4 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方向応

力 

MPa 

𝜎𝜎1 胴の一次応力の最大値 MPa 
𝜎𝜎11 

～𝜎𝜎16 
水平方向地震力（Z方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組

合せ一次応力 

MPa 

𝜎𝜎17 
～𝜎𝜎110 

水平方向地震力（X方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組

合せ一次応力 

MPa 

𝜎𝜎𝑏𝑏 ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 
𝜎𝜎𝑏𝑏1 
～𝜎𝜎𝑏𝑏3 

水平方向地震力（Z方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じる引

張応力 

MPa 

𝜎𝜎𝑏𝑏4 
～𝜎𝜎𝑏𝑏5 

水平方向地震力（X方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じる引

張応力 

MPa 

𝜏𝜏𝑏𝑏 ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
𝜏𝜏𝑏𝑏2 水平方向地震力（Z方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせ

ん断応力 

MPa 

𝜏𝜏𝑏𝑏4 
～𝜏𝜏𝑏𝑏5 

水平方向地震力（X方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせ

ん断応力 

MPa 

𝑇𝑇𝐻𝐻 水平方向固有周期 s 

𝜔𝜔𝐻𝐻 水平方向振動系の角速度 rad/s 
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3. 評価部位 

濃縮液槽(G12V12)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる胴及び据付ボルトとする。

濃縮液槽(G12V12)の概要図を図 3-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組合せ 

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法により組み

合わせた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」及び「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用状態 Dsにおける

許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，圧力については設計圧力，自

図 3-1 濃縮液槽(G12V12)の概要図 

据付ボルト

Do

t

h

 

胴 
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重については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地

震力を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力分類及び許容応力を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力 

評価部位 応力分類 許容応力 

胴 一次一般膜応力 0.6 Su 

胴 一次応力 
0.9 Su 

(1.5×0.6 Su) 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

 

 

4.3 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動によるガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の

各階での静的解析用震度を表 4-2 に示す。濃縮液槽(G12V12)は，固化セル(R001)内の濃縮器

ラック(G12RK10)に搭載している機器であるため，図 4-1 に示す通り,濃縮器(G12E10)の静的

解析用震度は，濃縮器ラックの地震応答解析結果（別紙 6-1-2-5-2-115）から得られる機器搭

載位置での静的解析用震度（水平方向：1.82，鉛直方向：0.97）を用いた。 

 

表 4-2 静的解析用震度 

階 
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2） 

水平方向 鉛直方向 

RF 1.28 0.79 

3F 1.12 0.79 

2F 1.03 0.79 

1F 0.97 0.78 

B1F 0.90 0.78 

B2F 0.86 0.77 
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図 4-1 ラック搭載機器への地震動の入力方法 

 

4.4 計算方法 

濃縮液槽(G12V12)の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のラ

グ支持たて置円筒形容器の構造強度評価の計算式を適用した。構造強度評価は，算出した発

生応力と許容応力を比較することにより行った。 

 

胴の一次一般膜応力： 

𝜎𝜎0 = max[𝜎𝜎0𝛷𝛷,𝜎𝜎0𝑥𝑥] 
𝜎𝜎0𝛷𝛷 = 𝜎𝜎𝛷𝛷1 + 𝜎𝜎𝛷𝛷2 

𝜎𝜎0𝑥𝑥 = 𝜎𝜎𝑥𝑥1 + 𝜎𝜎𝑥𝑥2 + �𝜎𝜎𝑥𝑥112 + 𝜎𝜎𝑥𝑥4
2 

 

胴の一次応力： 

𝜎𝜎1 = max[𝜎𝜎11,𝜎𝜎12,𝜎𝜎13,𝜎𝜎14,𝜎𝜎15,𝜎𝜎16,𝜎𝜎17,𝜎𝜎18,𝜎𝜎19,𝜎𝜎110] 
 

据付ボルトの引張応力： 

𝜎𝜎𝑏𝑏 = max[𝜎𝜎𝑏𝑏1,𝜎𝜎𝑏𝑏2,𝜎𝜎𝑏𝑏3,𝜎𝜎𝑏𝑏4,𝜎𝜎𝑏𝑏5] 
 

据付ボルトのせん断応力： 

𝜏𝜏𝑏𝑏 = max[𝜏𝜏𝑏𝑏2, 𝜏𝜏𝑏𝑏4, 𝜏𝜏𝑏𝑏5] 

ラック

ラック搭載機器

固化セル床面（地下2階）

固化セル壁面

ラック背面
支持装置

ラック脚部

ラック搭載位置
における加速度
（ラック搭載機
器への入力動）

地下1階の
地震床応答加速度
（ラック背面支持
装置への入力）

地下2階の
地震床応答加速度
（ラック脚部への入力）

<56>



 

6-1-2-5-2-5-6 

4.5 計算条件 

4.5.1 解析モデル 

濃縮液槽(G12V12)の解析モデルを図 4-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 濃縮液槽(G12V12)の解析モデル 
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4.5.2 諸元 

濃縮液槽(G12V12)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。 

 

表 4-3 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目 記 号 値 

濃縮液槽(G12V12) 

安全上の機能 ― 閉じ込め機能 

機器区分 ― クラス 3 

圧力（設計圧力） ― 0.59(MPa) 

胴外径 Do 1346 (mm) 

胴板厚さ t 7 (mm) 

胴高さ h 2100 (mm) 

胴材質  ― R-SUS304ULC  

胴温度 (設計温度) ― 95 (℃) 

据付ボルト呼び径 ― M20 

据付ボルト材質 ― SUS316  

据付ボルト温度   45 (℃) 

総質量 ― 4690 (kg) 

 

4.6 固有周期 

濃縮液槽(G12V12)の固有周期は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のラ

グ支持たて置円筒形容器の以下の計算式を用いて算出した。 

 

𝑇𝑇𝐻𝐻 =
2𝜋𝜋
𝜔𝜔𝐻𝐻

 

 

 

濃縮液槽(G12V12)の固有周期を表 4-4 に示す。 

 

 

表 4-4 固有周期 

評価対象設備 固有周期 

濃縮液槽(G12V12) 0.039 (秒) 
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5. 評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1に示す。 

ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の濃縮液槽(G12V12)の各評価部位の

発生応力はいずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
応力比※1 

濃縮液槽

(G12V12) 

胴 
一次一般膜 60 247 0.25 

一次 70 371 0.19 

据付ボルト 
引張 77 237 0.33 

せん断 67 142 0.47 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 
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溶融炉(G21ME10)の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

高放射性廃液の閉じ込め機能を構成する溶融炉(G21ME10)について，「再処理施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，

廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が

可能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 溶融炉(G21ME10)の構造強度の評価は，有限要素法（FEM）解析により行い，当該設備に廃止

措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界を超えないことを

確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会） 

 

2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

 

 

 

3. 評価部位 

溶融炉(G21ME10)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなるケーシング，架台，据付ボル

ト及び基礎ボルトとする。溶融炉(G21ME10)の概要図を図 3-1 に示す。 
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図 3-1 溶融炉(G21ME10)の概要図 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組合せ 

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法により組み

合わせた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」及び「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用状態 Dsにおける

許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，圧力については設計圧力，自

重については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地

震力を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力分類及び許容応力を表 4-1 に示す。 

 

基礎ボルト 
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表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力 

評価部位 応力分類 許容応力 

ケーシング 一次応力 1.5×(F/1.5) 

ケーシング 一次＋二次応力 3×(F/1.5) 

架台 一次応力 F 

ケーシング 据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

ケーシング 据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

架台 据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

架台 据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

 

4.3 減衰定数 

減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」に規定された値を用いた。

使用した減衰定数を表 4-2に示す。 

 

表 4-2 使用した減衰定数 

評価対象設備 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

溶融炉(G21ME10) 1.0 1.0 

 

4.4 設計用地震力 

「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAC4601-2008」に基づき，廃止措置計画用設計地震動

による建家の地震応答解析の結果得られる各階の床応答加速度をもとに，各階の床応答スペ

クトル（Ss-D，Ss-1，Ss-2の 3波包絡，周期軸方向に±10 %拡幅したもの）を作成し，これ

を評価に用いた。 

溶融炉(G21ME10)の解析用の床応答スペクトルは，機器据付階（地下 2階）のものを用いた。

使用した解析用の床応答スペクトルを表 4-3，図 4-1 及び図 4-2に示す。 

 

表 4-3 使用した解析用の床応答スペクトル 

評価対象設備 水平方向 鉛直方向 

溶融炉(G21ME10) 
解析用の床応答スペクトル 

（地下 2階，減衰定数 1.0 %） 

解析用の床応答スペクトル 

（地下 2階，減衰定数 1.0 %） 
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図 4-1 解析用の床応答スペクトル（水平方向，地下 2階，減衰定数 1.0%） 

 

 

図 4-2 解析用の床応答スペクトル（鉛直方向，地下 2階，減衰定数 1.0%） 
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4.5 計算方法 

溶融炉(G21ME10)の発生応力の計算方法は FEM解析（スペクトルモーダル法）を用いた。解

析コードは MSC.Nastran※1を用いた。構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較す

ることにより行った。 

 

※1 MSC Software Corporation, “MSC.Nastran Version 2005r2”. 

 

4.6 計算条件 

4.6.1 解析モデル 

溶融炉(G21ME10)の解析モデルを図4-3に示す。FEM解析のモデルは，その振動特性に応じ，

代表的な振動モードが適切に表現でき，地震荷重による応力を適切に算定できるものを用い

た。 
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図 4-3 溶融炉(G21ME10)の解析モデル 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拘束条件 〇：固定、－：フリー             

部位 
並進方向 回転方向 

x y z θx θy θz 

据付ボルト 〇 〇 〇 - - - 
基礎ボルト 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

   …据付ボルト 
   …基礎ボルト 
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4.6.2 諸元 

溶融炉(G21ME10)の主要寸法・仕様を表 4-4 に示す。 

 

 

表 4-4 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目 
 

値 

溶融炉(G21ME10) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

機器区分  クラス 3 

全長  4690 (mm) 

ケーシング厚さ 
 

12 (mm) 

ケーシング材質 
 

SUS304 

ケーシング設計温度 
 

200 (℃) 

据付ボルト呼び径 
 

M42 

据付ボルト有効断面積※  1120 (mm2) 

据付ボルト材質  SUS304 

架台厚さ 
 

16 (mm) 

架台材質 
 

SUS304 

架台設計温度  45 (℃) 

基礎ボルト呼び径  M42 

基礎ボルト材質  SUS304 

総質量 （設計質量） 
 

23 (ton) 

※ JIS B 0205に基づく。 

 

 

4.7 固有周期 

溶融炉(G21ME10)の固有周期及び固有モードを図 4-4 に示す。 
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１次モード図   固有周期：0.072（秒） 

 

 

 

  
図 4-4 溶融炉(G21ME10) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.069（秒） 

 

 

 

  

図 4-4 溶融炉(G21ME10) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.042（秒） 

 

 

図 4-4 溶融炉(G21ME10) 固有モード図（3/3） 
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5.評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1に示す。ボルトの発生応力は，計算から得られるボルト 1本あ

たりの最大せん断荷重をボルトの有効断面積で割って算出した。 

ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の溶融炉(G21ME10)の各評価部位の

発生応力はいずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

溶融炉(G21ME10) 

ケーシング 
一次 74 194 0.39 

一次+二次 339 388 0.88 

架台 一次 102 246 0.42 

据付ボルト 
引張 13 246 0.06 

せん断 41 142 0.29 

基礎ボルト 
引張 81 246 0.33 

せん断 13 142 0.10 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 
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1. 概要 

高放射性廃液の崩壊熱除去機能を構成するポンプ(G83P32,P42)について，「再処理施設の位

置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏

まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の

維持が可能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 ポンプ(G83P32,P42)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に対する扱いを考慮するため「原

子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のポンプ・ファン類の構造強度評価に準拠し，

当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界を

超えないことを確認する。 

 また，当該設備の地震時及び地震後の動的機能の評価は，廃止措置計画用設計地震動によ

り当該設備に作用する加速度が機能確認済加速度以下となることを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

𝐴𝐴𝑏𝑏 据付ボルトの軸断面積 mm2 

𝐴𝐴𝑆𝑆 最小有効せん断断面積 mm2 

𝐶𝐶𝐻𝐻 水平方向設計震度 ― 

𝐶𝐶𝑃𝑃 ポンプ振動による震度 ― 

𝐶𝐶𝑉𝑉 鉛直方向設計震度 ― 

𝐸𝐸 縦弾性係数 MPa 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa 

𝐹𝐹𝑏𝑏 据付ボルトに生じる引張力 N 

𝐺𝐺𝐼𝐼 せん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度 mm/s2 

h 据付面から重心までの距離 mm 

𝐼𝐼 断面 2次モーメント mm4 

𝑙𝑙1, 𝑙𝑙2 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙𝑙1 ≦ 𝑙𝑙2） mm 

L 据付ボルト間隔 mm 

m 総質量 kg 

𝑀𝑀𝑃𝑃 ポンプ回転により働くモーメント N・mm 

𝑛𝑛 据付ボルトの本数 ― 

𝑛𝑛𝑓𝑓 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ― 

𝑄𝑄𝑏𝑏 据付ボルトに生じるせん断力 N 

𝜎𝜎𝑏𝑏 据付ボルトに生じる引張応力 MPa 

𝑇𝑇𝐻𝐻 水平方向固有周期 s 

𝜏𝜏𝑏𝑏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa 

 

 

3. 評価部位 

ポンプ(G83P32,P42)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる据付ボルトとする。 

 

4．構造強度評価 

4.1 荷重の組合せ 

発生応力の算出においては，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力による応

力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法により組み合わせ

た。 
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4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」及び「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用状態 Dsにおける

許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重については設計時の質量

とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態と

した。据付ボルトの応力分類ごとの許容応力を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 据付ボルトの応力分類ごとの許容応力 

評価部位 応力分類 許容応力 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

 

 

4.3 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動によるガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の

各階での静的解析用震度を表 4-2 に示す。ポンプ(G83P32,P42)の静的解析用震度は，機器据

付階のもの（B1F，水平方向：0.90，鉛直方向：0.78）を用いた。 

 

表 4-2 静的解析用震度 

階 
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2） 

水平方向 鉛直方向 

RF 1.28 0.79 

3F 1.12 0.79 

2F 1.03 0.79 

1F 0.97 0.78 

B1F 0.90 0.78 

B2F 0.86 0.77 
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4.4 計算方法 

冷却ポンプ(G83P32,P42)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術規程 

JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用した。構造強度評価は，算出し

た発生応力と許容応力を比較することにより行った。 

 

引張力（𝐹𝐹𝑏𝑏）： 

𝐹𝐹𝑏𝑏 =
1
𝐿𝐿 �

 𝑚𝑚𝑚𝑚�(𝐶𝐶𝐻𝐻ℎ)2 + (𝐶𝐶𝑉𝑉𝑙𝑙1)2 + 𝑚𝑚𝑚𝑚𝐶𝐶𝑃𝑃(ℎ + 𝑙𝑙1) + 𝑀𝑀𝑃𝑃 −𝑚𝑚𝑚𝑚𝑙𝑙1 � 

 

引張応力（𝜎𝜎𝑏𝑏）： 

𝜎𝜎𝑏𝑏 =
𝐹𝐹𝑏𝑏
𝑛𝑛𝑓𝑓𝐴𝐴𝑏𝑏

 

 

せん断力（𝑄𝑄𝑏𝑏）： 

𝑄𝑄𝑏𝑏 = mg(𝐶𝐶𝐻𝐻 + 𝐶𝐶𝑃𝑃) 
 

せん断応力（𝜏𝜏𝑏𝑏）： 

𝜏𝜏𝑏𝑏 =
𝑄𝑄𝑏𝑏
𝑛𝑛𝐴𝐴𝑏𝑏
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4.5 計算条件 

4.5.1 解析モデル 

ポンプ(G83P32,P42)の解析モデルを図 4-1に示す。評価は据付ボルト間隔が短く転倒に対

して厳しい軸直角方向に対して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5.2 諸元 

ポンプ(G83P32,P42)の主要寸法・仕様を表 4-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 解析モデル 

（ａ）軸方向転倒モデル 

ポンプ・プロワ 

架台 

 

転倒方向 

ｍ 

Ｌ 

据付ボルト 転倒支点 

（ｂ）軸直角方向転倒モデル 

 

転倒方向 

Ｌ 

据付ボルト 転倒支点 

ｍ 
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表 4-3 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目 記 号 値 

ポンプ(G83P32,P42) 

安全上の機能 ― 崩壊熱除去機能 

機器区分 ― クラス 3 

据付ボルト間隔 L 120 (mm) 

据付ボルト呼び径 ― M12 

据付ボルト材質 ― SS400 

据付ボルト温度 ― 55 (℃) 

据付ボルトの本数 𝑛𝑛 4 

引張力の作用する据付ボルトの評

価本数 
𝑛𝑛𝑓𝑓 2 

据付面から重心までの距離 h 190 (mm) 

ポンプ振動による震度 𝐶𝐶𝑃𝑃 0.17 

ポンプ回転により働くモーメント 𝑀𝑀𝑃𝑃 0 (N・mm) 

総質量 m 140 (kg) 

 

 

4.6 固有周期 

ポンプ(G83P32,P42)の固有周期は，1 質点系振動モデルとして考え，以下の計算式を用い

て算出した。 

 

𝑇𝑇𝐻𝐻 = 2π�
𝑚𝑚

1000�
ℎ3

3𝐸𝐸𝐸𝐸
+

ℎ
𝐴𝐴𝑆𝑆𝐺𝐺𝐼𝐼

� 

 

 

ポンプ(G83P32,P42)の固有周期を表 4-4に示す。 
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表 4-4 固有周期 

評価対象設備 固有周期 

ポンプ(G83P32,P42) 0.05 (秒)以下 

 

 

5．機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

ポンプ(G83P32,P42)の地震時及び地震後の動的機能維持評価について，「原子力発電所耐震

設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの評価方法を準用し，廃止措置計画用設計地震

動により当該設備に作用する加速度と機能確認済加速度を比較することにより評価を行った。

機能確認済加速度を表 5-1に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 

評価対象設備 形式 方向 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

ポンプ(G83P32,P42) 横形単段遠心式 

水平 1.4 

鉛直 1.0 
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6．評価結果 

構造強度評価結果を表 6-1に示す。 

ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟のポンプ(G83P32,P42)の発生応力は

いずれも許容応力以下であることを確認した。 

また，動的機能維持評価結果を表 6-2 に示す。廃止措置計画用設計地震動によりポンプ

(G83P32,P42)に作用する加速度は機能確認済加速度以下であることを確認した。 

 

 

表 6-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

ポンプ(G83P32,P42) 据付ボルト 

引張 11 274 0.05 

せん断 5 158 0.04 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 

 

 

表 6-2 動的機能維持評価結果 

評価対象設備 方向 

廃止措置計画用設計地震動によ

り設備に作用する加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

ポンプ(G83P32,P42) 

水平 0.75 1.4 

鉛直 0.65 1.0 
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1. 概要 

高放射性廃液の閉じ込め機能を構成するルテニウム吸着塔(G41T35)について，「再処理施設

の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」

を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機

能の維持が可能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 ルテニウム吸着塔(G41T35)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に対する扱いを考慮する

ため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のラグ支持たて置円筒形容器の構造

強度評価に準拠する。 

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限

界を超えないことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Do 胴外径 mm 

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa 

ｈ 胴高さ mm 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa 

t 胴板厚さ mm 

𝜎𝜎0 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

𝜎𝜎0𝛷𝛷 胴の周方向一次一般膜応力 MPa 
𝜎𝜎0𝑥𝑥 胴の軸方向一次一般膜応力 MPa 
𝜎𝜎𝛷𝛷1 内圧又は静水頭による胴の周方向応力 MPa 
𝜎𝜎𝛷𝛷2 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa 
𝜎𝜎𝑥𝑥1 内圧又は静水頭による胴の軸方向応力 MPa 
𝜎𝜎𝑥𝑥2 運転時質量による胴の軸方向応力 MPa 
𝜎𝜎𝑥𝑥11 鉛直方向地震力による胴断面に生じる引張応力 MPa 
𝜎𝜎𝑥𝑥4 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方向応

力 

MPa 

𝜎𝜎1 胴の一次応力の最大値 MPa 
𝜎𝜎11 

～𝜎𝜎16 
水平方向地震力（Z方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組

合せ一次応力 

MPa 

𝜎𝜎17 
～𝜎𝜎110 

水平方向地震力（X方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組

合せ一次応力 

MPa 

𝜎𝜎𝑏𝑏 ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 
𝜎𝜎𝑏𝑏1 
～𝜎𝜎𝑏𝑏3 

水平方向地震力（Z方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じる引

張応力 

MPa 

𝜎𝜎𝑏𝑏4 
～𝜎𝜎𝑏𝑏5 

水平方向地震力（X方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じる引

張応力 

MPa 

𝜏𝜏𝑏𝑏 ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
𝜏𝜏𝑏𝑏2 水平方向地震力（Z方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせ

ん断応力 

MPa 

𝜏𝜏𝑏𝑏4 
～𝜏𝜏𝑏𝑏5 

水平方向地震力（X方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせ

ん断応力 

MPa 

𝑇𝑇𝐻𝐻 水平方向固有周期 s 

𝜔𝜔𝐻𝐻 水平方向振動系の角速度 rad/s 
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3. 評価部位 

ルテニウム吸着塔(G41T35)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる胴及び据付ボルト

とする。ルテニウム吸着塔(G41T35)の概要図を図 3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組合せ 

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法により組み

合わせた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」及び「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用状態 Dsにおける

許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，圧力については設計圧力，自

図 3-1 ルテニウム吸着塔(G41T35)の概要図 

据付ボルト

Do

t

h

 

胴 
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重については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地

震力を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力分類及び許容応力を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力 

評価部位 応力分類 許容応力 

胴 一次一般膜応力 0.6 Su 

胴 一次応力 
0.9 Su 

(1.5×0.6 Su) 

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5) 

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3)) 

 

 

4.3 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動によるガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の

各階での静的解析用震度を表 4-2 に示す。ルテニウム吸着塔(G41T35)は，固化セル(R001)内

の洗浄塔ラック(G41RK30)に搭載している機器であるため，ルテニウム吸着塔(G41T35)の静的

解析用震度は，機器搭載位置での静的解析用震度（水平方向：1.60，鉛直方向：0.90）を用い

た。 

 

 

表 4-2 静的解析用震度 

階 
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2） 

水平方向 鉛直方向 

RF 1.28 0.79 

3F 1.12 0.79 

2F 1.03 0.79 

1F 0.97 0.78 

B1F 0.90 0.78 

B2F 0.86 0.77 
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4.4 計算方法 

ルテニウム吸着塔(G41T35)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術規程 

JEAC4601-2008」のラグ支持たて置円筒形容器の構造強度評価の計算式を適用した。構造強度

評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。 

 

胴の一次一般膜応力： 

𝜎𝜎0 = max[𝜎𝜎0𝛷𝛷,𝜎𝜎0𝑥𝑥] 
𝜎𝜎0𝛷𝛷 = 𝜎𝜎𝛷𝛷1 + 𝜎𝜎𝛷𝛷2 

𝜎𝜎0𝑥𝑥 = 𝜎𝜎𝑥𝑥1 + 𝜎𝜎𝑥𝑥2 + �𝜎𝜎𝑥𝑥112 + 𝜎𝜎𝑥𝑥4
2 

 

胴の一次応力： 

𝜎𝜎1 = max[𝜎𝜎11,𝜎𝜎12,𝜎𝜎13,𝜎𝜎14,𝜎𝜎15,𝜎𝜎16,𝜎𝜎17,𝜎𝜎18,𝜎𝜎19,𝜎𝜎110] 
 

据付ボルトの引張応力： 

𝜎𝜎𝑏𝑏 = max[𝜎𝜎𝑏𝑏1,𝜎𝜎𝑏𝑏2,𝜎𝜎𝑏𝑏3,𝜎𝜎𝑏𝑏4,𝜎𝜎𝑏𝑏5] 
 

据付ボルトのせん断応力： 

𝜏𝜏𝑏𝑏 = max[𝜏𝜏𝑏𝑏2, 𝜏𝜏𝑏𝑏4, 𝜏𝜏𝑏𝑏5] 
 

 

 

4.5 計算条件 

4.5.1 解析モデル 

ルテニウム吸着塔(G41T35)の解析モデルを図 4-1に示す。 
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4.5.2 諸元 

ルテニウム吸着塔(G41T35)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。 

 

表 4-3 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目 記 号 値 

ルテニウム吸着塔

(G41T35) 

安全上の機能 ― 閉じ込め機能 

機器区分 ― クラス 3 

圧力（設計圧力） ― 0.013(MPa) 

胴外径 Do 866 (mm) 

胴板厚さ t 8 (mm) 

胴高さ h 2420 (mm) 

胴材質  ― SUS304L 

胴温度 (設計温度) ― 70 (℃) 

据付ボルト呼び径 ― M24 

据付ボルト材質 ― SUS316 

据付ボルト温度   70 (℃) 

総質量 ― 1730 (kg) 

 

図 4-1 ルテニウム吸着塔(G41T35)の解析モデル 
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4.6 固有周期 

ルテニウム吸着塔(G41T35)の固有周期は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-

2008」のラグ支持たて置円筒形容器の以下の計算式を用いて算出した。 

 

𝑇𝑇𝐻𝐻 =
2𝜋𝜋
𝜔𝜔𝐻𝐻

 

 

 

ルテニウム吸着塔(G41T35)の固有周期を表 4-4に示す。 

 

 

表 4-4 固有周期 

評価対象設備 固有周期 

ルテニウム吸着塔(G41T35) 0.033 (秒) 

 

 

5. 評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1に示す。 

ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟のルテニウム吸着塔(G41T35)の各評

価部位の発生応力はいずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 
応力比※1 

ルテニウム吸着塔

(G41T35) 

胴 
一次一般膜 4 250 0.02 

一次 17 375 0.05 

据付ボルト 
引張 34 246 0.14 

せん断 31 142 0.22 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 

 

<91>



別紙 6-1-2-5-2-115 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

濃縮器ラック(G12RK10)の耐震性についての計算書 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

<92>



 

目次－1 
 

【目 次】 

 

1. 概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

2. 一般事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

2.1 評価方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

2.2 適用規格・基準等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

2.3 記号の説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

3. 評価部位 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

4. 構造強度評価 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

4.1 荷重の組合せ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

4.2 許容応力 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

4.3 設計用地震力 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

4.4 計算方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

4.5 計算条件 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

4.6 固有周期 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

5. 評価結果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

6. その他の考慮事項について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

 6.1 機器搭載位置での地震力について ・・・・・・・・・・・・・・ 12 

 

 

<93>



 

6-1-2-5-2-115-1 

1. 概要 

高放射性廃液の閉じ込め機能を構成する機器等の支持構造物である濃縮器ラック

(G12RK10)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐

震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力

が作用したとしてもその安全機能の維持が可能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 濃縮器ラック(G12RK10)の構造強度の評価は，有限要素法（FEM）解析により行い，当該設備

に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界を超えない

ことを確認する。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会） 

 

2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ft JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容引張応力 MPa 

fs JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容せん断応力 MPa 

fc JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容圧縮応力 MPa 

fb JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容曲げ応力 MPa 

 

 

 

3. 評価部位 

濃縮器ラック(G12RK10)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなるフレームとする。濃縮

器ラック(G12RK10)の概要図を図 3-1に示す。 
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 (単位;mm) 

 

図 3-1 濃縮器ラック(G12RK10)の概要図 

 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組合せ 

発生応力の算出については，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力による応

力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法により組み合わせ

た。 
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4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」及び「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」を準拠し，供用状態 Dsにおける

許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重については設計時の質量

とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態と

した。評価部位ごとの応力分類及び許容応力を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力 

評価部位 応力分類 許容応力 

フレーム 引張応力 1.5×ft 

フレーム せん断応力 1.5×fs 

フレーム 圧縮応力 1.5×fc 

フレーム 曲げ応力 1.5×fb 

 

 

4.3 減衰定数 

減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」に規定された値を用いた。

使用した減衰定数を表 4-2に示す。 

 

表 4-2 使用した減衰定数 

評価対象設備 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

濃縮器ラック

(G12RK10) 
1.0 1.0 

 

 

4.4 設計用地震力 

「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAC4601-2008」に基づき，廃止措置計画用設計地震動

による建家の地震応答解析の結果得られる各階の床応答加速度をもとに，各階の床応答スペ

クトル（Ss-D，Ss-1，Ss-2の 3波包絡，周期軸方向に±10 %拡幅したもの）を作成し，これ

を評価に用いた。 

濃縮器ラック(G12RK10)の解析用の床応答スペクトルは，機器据付階（地下 1階）のものを

用いた。使用した解析用の床応答スペクトルを表 4-3，図 4-1及び図 4-2に示す。 
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表 4-3 使用した解析用の床応答スペクトル 

評価対象設備 水平方向 鉛直方向 

濃縮器ラック

(G12RK10) 

解析用の床応答スペクトル 

（地下 1階，減衰定数 1.0 %） 

解析用の床応答スペクトル 

（地下 1階，減衰定数 1.0 %） 

  

<97>



 

6-1-2-5-2-115-5 

 
図 4-1 解析用の床応答スペクトル（水平方向，地下 1階，減衰定数 1.0%） 

  

 
図 4-2 解析用の床応答スペクトル（鉛直方向，地下 1階，減衰定数 1.0%） 
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4.5 計算方法 

濃縮器ラック(G12RK10)の発生応力の計算方法は FEM 解析（スペクトルモーダル法）を用

いた。解析コードは MSC.Nastran※1を用いた。構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力

を比較することにより行った。 

 

※1  MSC Software Corporation,“MSC.Nastran Version 2005r2”. 

 

 

4.6 計算条件 

4.6.1 解析モデル 

濃縮器ラック(G12RK10)の解析モデルを図 4-3に示す。FEM 解析のモデルは，その振動特性

に応じ，代表的な振動モードが適切に表現でき，地震荷重による応力を適切に算定できるも

のを用いた。 
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図 4-3 濃縮器ラック(G12RK10)の解析モデル 

 

 

 

 

部位 
並進方向 回転方向 

x y z θx θy θz 

脚部 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

背面支持装置 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

拘束条件     〇：固定、－：フリー 

△…拘束点 
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4.6.2 諸元 

濃縮器ラック(G12RK10)の主要寸法・仕様を表 4-4に示す。 

 

表 4-4 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目  値 

濃縮器ラック

(G12RK10) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

機器区分  クラス 3 

本体高さ 
 

 6500(mm) 

本体幅   3000(mm) 

本体奥行き  3000(mm) 

本体材質 
 

SUS304 

設計温度   45 (℃) 

総質量(設計質量) 
 

12301 (kg) 

 
 
4.7 固有周期 

濃縮器ラック(G12RK10)の固有周期及び固有モードを図 4-4に示す。 
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１次モード図   固有周期：0.084（秒） 

  

 

 

 

 

  
図 4-4 濃縮器ラック(G12RK10) 固有モード図(1/3) 
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２次モード図   固有周期：0.071（秒） 

  

 

 

 

 
 図 4-4 濃縮器ラック(G12RK10) 固有モード図(2/3) 
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３次モード図   固有周期：0.061（秒） 

  

 

 

 

 

  図 4-4 濃縮器ラック(G12RK10) 固有モード図(3/3) 
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5.評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1に示す。 

ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の濃縮器ラック(G12RK10)の各評価

部位の発生応力はいずれも許容応力以下であることを確認した。 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

濃縮器ラック

(G12RK10) 
フレーム 

圧縮 20 131 0.16 

引張 17 246 0.07 

曲げ 141 246 0.58 

せん断 34 142 0.24 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 
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6.その他の考慮事項について 

6.1 機器搭載位置での地震力について 

濃縮器ラック(G12RK10)は，濃縮器(G12E10)，凝縮器(G12H11)，デミスタ(G12D1141)，凝縮

液槽(G12V20)及びインセルクーラ(G43H11)を搭載しているため，FEM解析（時刻歴解析）によ

り、それぞれ機器搭載位置での応答時刻歴波を算出した。 

 

6.1.1 設計用地震力 

廃止措置計画用設計地震動による建家の地震応答解析の結果得られる各階の床応答時刻

歴波を解析に用いた。濃縮器ラック(G12RK10)へ入力する床応答時刻歴波については，背面支

持装置の位置での入力地震動は地下 1 階のもの，脚部の位置での入力地震動は地下 2 階のも

のを用いた。使用した床応答時刻歴波を表 6-1，図 6-1，図 6-2，図 6-3，図 6-4，図 6-5及び

図 6-6 に示す。 

 

 表 6-1 使用した床応答時刻歴波 

評価対象設備 
床応答時刻歴波

の入力位置 
水平方向 鉛直方向 

濃縮器ラック

(G12RK10) 

背面支持装置 

廃止措置計画用設計地震動

Ss(Ss-D, Ss-1, Ss-2)によ

る床応答時刻歴波 

(地下１階) 

廃止措置計画用設計地震

動 Ss(Ss-D, Ss-1, Ss-2)

による床応答時刻歴波 

(地下 1階) 

脚部 

廃止措置計画用設計地震動

Ss(Ss-D, Ss-1, Ss-2)によ

る床応答時刻歴波 

(地下 2階) 

廃止措置計画用設計地震

動 Ss(Ss-D, Ss-1, Ss-2)

による床応答時刻歴波 

(地下 2階) 
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図 6-1 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（地下 1階，水平 NS方向） 
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図 6-2 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（地下 1階，水平 EW方向） 
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図 6-3 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（地下 1階，鉛直方向） 
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図 6-4 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（地下 2階，水平 NS方向） 
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図 6-5 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（地下 2階，水平 EW方向） 
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図 6-6 廃止措置計画用設計地震動 Ss(Ss-D，Ss-1，Ss-2)による床応答時刻歴波形 

（地下 2階，鉛直方向） 
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6.1.2 計算方法 

濃縮器ラック(G12RK10)に搭載する機器について，機器搭載位置での応答時刻歴波の計算

方法は FEM 解析（時刻歴応答解析）を用いた。解析コードは MSC.Nastran※1を用いた。機器搭

載位置での静的解析用震度について，算出した機器搭載位置での応答最大加速度を 1.2 倍し

たものとした。 

 

※1  MSC Software Corporation,“MSC.Nastran Version 2005r2”. 

 

 

6.1.3 機器搭載位置での地震力 

各機器搭載位置での静的解析用震度を表 6-1 に示す。 

 

 

表 6-1 機器の搭載位置での静的解析用震度 

評価対象機器 
静的解析用震度（応答最大加速度×1.2） 

水平方向 鉛直方向 

濃縮器(G12E10) 1.63 1.18 

凝縮器(G12H11) 1.38 0.93 

デミスタ(G12D1141) 1.51 0.91 

凝縮液槽(G12V20) 0.95 0.89 

インセルクーラ(G43H11) 1.80 0.99 
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再処理施設の廃止措置を進めていく上での竜巻対策の基本的考え方 

廃止措置段階にある核燃料サイクル工学研究所 再処理施設においては，リスクが特定の施設に集

中しており，高放射性廃液に伴うリスクが集中する高放射性廃液貯蔵場（HAW）と，これに付随して

廃止措置全体の長期間ではないものの分離精製工場等の工程洗浄や系統除染に伴う廃液処理も含め

て一定期間使用するガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟については，その重要性

を踏まえて安全対策を最優先で講じる必要がある。 

このため，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟

については，地震対策や津波対策と同様，廃止措置計画用設計竜巻（以下「設計竜巻」という。）に

対しても，重要な安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）が損なわれることのないよう以下

の対策を講ずる。 

・ 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟

の建家並びに各建家に設置されている安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）を

担う施設※1は，設計竜巻の影響から防護する。

・ 設計竜巻の影響として，飛来物による衝撃荷重,風圧による荷重，建家の内外に生じる気

圧差による荷重を考慮する。

・ 飛来物に対しては、施設周辺の現地調査等により飛来物となるおそれのあるものを抽出

した上で，形状，剛性及び飛散時の運動エネルギーを考慮して設計上考慮すべき飛来物

（以下、「設計飛来物」という。）を設定する。

・ 安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）を担う施設のうち建家内に設置されてい

る設備に対しては，建家外壁を竜巻防護の外殻として建家構造体で防護することとし，

建家外壁の既設開口部（窓，扉）に対しては設計飛来物が貫通しないような対策（鋼製

板による閉止等）を講ずる。

・ 安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）を担う施設のうち建家内に設置されてい

るものの，屋外と繋がっている換気系統は，気圧差による荷重に対して構造健全性を維

持する。また，気圧差により竜巻通過中に一時的な差圧の逆転を生じたとしても，竜巻

通過後において動的な閉じ込め機能を維持する。

・ 一方、安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）を担う施設のうち高放射性廃液貯

蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟建家の屋上（建

家外）に設置されている既設設備（冷却塔，換気ダクト等）については，設計竜巻に耐

えるようにすることが困難かつ合理的でない※2ことから,設計竜巻によって損傷を受けた

際には,代替策としての有効性を確認した上で事故対処設備※3により閉じ込め及び崩壊熱

【資料４】 
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除去に必要な安全機能が維持できるようにする。 

・ 竜巻による影響は地震・津波による影響とは異なり，敷地全体にわたる広範囲の被害を

もたらすものでなく，局所的な被害をもたらすものであるという特徴に基づき，設計竜

巻に対する安全機能の維持については，事故対処設備の分散配置・多系統化や，仮設設

備の設置・応急的な補修等による迅速な処置も考慮する。また，現地調査等を踏まえ，

設計飛来物を超える影響を与えうるものについては，固縛・撤去・離隔等の対策を講じ

るとともに，車両等については竜巻の接近が予測された場合に退避等を行う。 

 

上記以外の施設については，今後とも安全かつ継続して施設を運用し計画的に廃止措置を進める

ことができるよう，それぞれのリスクに応じた対策を講じることとする。 

 

※1 設計竜巻に対して安全機能を維持すべき対象施設は，別添 6-1-2-1「再処理施設の廃止措置を進

めていく上での地震対策の基本的考え方」で示した崩壊熱除去機能および閉じ込め機能を担う

設備とする。 

 

※2 安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）を担う施設のうち冷却塔，換気ダクト等は飛来

物の影響を直接受ける屋外に設置されている。これらの設備については,以下の状況から設計竜

巻に耐えるようにすることは困難かつ合理的ではなく、事故対処設備による代替策で対応する

ことを考えている。 

・ 飛来物から防御するための竜巻防護ネットや防護鋼板，それらの設置に必要となる架台

や支持構造物のためのスペースが当該建家の屋上に不足している。 

・ 建家高所に竜巻防護のための設備といった重量物を新たに設置すると既存建家の耐震性

に影響を及ぼす。また，設置するスラブの強度にも余裕が少ない。 
・ 屋上にある既設設備を地上に移設もしくは新規建設する場合は，竜巻対防護に加えて耐

震性及び津波防護（波圧等に耐えうる外壁強度や水没時の水密性，浮力が作用する場合

の安定性等）への考慮も必要となり、その工事は数年にわたることが想定される。また,優

先して進める地震対策，津波対策及び事故対処設備の整備のための工事との干渉を避けるた

め，それらが完了した後の着手となることから,ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化

技術開発棟の令和 20 年頃までの維持期間を踏まえると対策の完了に時間を要することにな

り，有効性の点で合理的でない。 

 

※3 別添 6-1-2-1「再処理施設の廃止措置を進めていく上での地震対策の基本的考え方」に示した事

故対処設備。 
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1. 設計飛来物の設定方針 

核燃料サイクル工学研究所 再処理施設の竜巻影響評価に用いる設計飛来物を，図 1-1 に示す

フローに基づき設定した。 

 

 

 

図 1-1 核燃料サイクル工学研究所再処理施設における設計飛来物の設定フロー 

 

<118>



6-1-4-1-3-2

2. 核燃燃料サイクル工学研究所内の物品調査

2.1 調査範囲

設計飛来物の設定のための物品調査の範囲は，令和 2 年 2 月 10 日に認可（原規規発第

2002103号）を受けた「核燃料サイクル工学研究所再処理施設の廃止措置計画の変更認可」で

設定した竜巻影響エリアである再処理施設を包絡する直径 750 m を内包する核燃燃料サイク

ル工学研究所内とした。なお，再処理施設については，建家屋上についても調査対象とした。

物品調査エリアを図 2.1-1に示す。

なお，後述の飛来物源の飛散評価の結果において，飛散距離は最大でも 320 m 程度である

ことから，調査範囲は十分である。 

図 2.1-1 物品調査エリア 
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2.2 調査結果 

物品調査の結果，飛来物源として表 2.1-1 に示す種類の物品を確認した。主な飛来物源を図

2.2-1 に示す。 

核燃料サイクル工学研究所において，車両駐車規制範囲を定めており，当該範囲内の車両につ

いては，竜巻発生確度ナウキャスト等により車両移動等の対応を図ることが所規則により定め

られていることから，調査対象から除外した。 

また，車両駐車規制範囲外に車両を駐車しているものの，これら車両については，高放射性廃

液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟に到達するおそれが

ないことを確認した上で当該場所に駐車しており，これらについても調査対象から除外した。 

 

表 2.2-1 主な飛来物源の種類 

棒状※ 板状※ 塊状※ 

パイプ 

H鋼材 

煙突 

避雷針 等 

パレット 

足場板 

蓋 

止水板 

グレーチング、 

マンホール 

鉄板、 

チェッカープレート 等 

設備（排風機，ポンプ，冷却塔等） 

タンク・貯槽，ボンベ置場，ボンベ， 

電源盤等，空調機室外機, 自動販売機 

テントハウス，簡易建物（喫煙所・物置等） 

ドラム缶，不定形容器，輸送容器等 

消火器・ホース格納箱等， 

車両（トラック，クレーン車，台車，ホイール

ローダ，バックフォー等） 

資機材（発電機，ポンプ等） 

※ 各ジャンルにおける代表的な形状にて整理した表であり，ジャンル内の物品全てが同一の形状

となる訳ではない。 
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3. 設計飛来物の設定 

3.1 一次スクリーニング 

3.1.1 過去の竜巻被害事例を踏まえたもの 

過去の竜巻被害事例（別紙 6-1-4-1-3-1「損傷するが飛散しない物品考えられ

る物品について」）を参考とし，以下に示すものは,設計飛来物から除外する。 

 

① 被害事例から損傷するが飛散しないと判断されるもの 

倒壊等が見られるが，その場で倒壊しているものであり，竜巻により巻き

上げられ，飛来物となることが考えにくいもの。 

・フェンス，柵 

  

② 剛性が低く竜巻防護施設へ与える影響が小さいと判断されるもの 

樹脂等で製造されたものであり，剛性が低く，竜巻防護施設に与える影響

が小さいと判断されるもの。また，過去事例から，強度が低く，形状を保っ

たままではなく，分解された状態で飛来するが，厚みが薄いことから形状が

変形しており柔飛来物と見なせるもの。 

・樹脂製品，木製製品 

・固定されていないプレハブ等の簡易建物 

 

3.1.2 強固に固定されているもの 

ボルトで固定・定着されているもの，コンクリート一体構造により固定されてい

る以下ものは，設計飛来物から除外する。 

・電気盤 等 

・貯槽，タンク排風機，冷却塔，冷凍機，ポンプ等の設備機器 

・テントハウス及び保管庫等 

テントハウス及びボンベ保管庫等は，コンクリート基礎に強固に固定され

ており，それ自体が竜巻により巻き上げられ飛来物となることが考えにくい

ものの，強度が弱い屋根材等が破損し，内部に保管する物品等が竜巻により巻

き上げられ飛来物となる可能性が考えられることから，内部の物品の評価を

行う。 

 

3.2 二次スクリーニング 

一次スクリーニングにより除外対象とならなかった飛来物源を飛来物候補として，

定量評価によりスクリーニングを実施する。 

2次スクリーニングの結果を，表 3.2-1～表 3.2-7示す。 

 

3.2.1 飛散距離の評価 

飛来物候補のうち，廃止措置計画用設計竜巻の最大風速 100 m/s，風速場モデル
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としてフジタモデルを適用した場合の飛来物候補の飛散評価を実施する。 

飛来物源の飛散評価に用いる空力パラメータは，「原子力発電所の竜巻影響評

価ガイド」の参考文献（1）及び米国 NRC の竜巻設計のための飛来物特性を与える

NUREG-0800（1996）（2）に引用されている文献（3）を参照し，以下の式により算出す

る。 

 

𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴
𝑚𝑚

= 𝑐𝑐
(𝐶𝐶𝐷𝐷1𝐴𝐴1 + 𝐶𝐶𝐷𝐷2𝐴𝐴2 + 𝐶𝐶𝐷𝐷3𝐴𝐴3)

𝑚𝑚
 

 

ここで， 

𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴
𝑚𝑚

：空力パラメータ（m2/㎏） 

𝑚𝑚：物品の質量（kg） 

𝑐𝑐：係数（0.33） 

𝐶𝐶𝐷𝐷1，𝐶𝐶𝐷𝐷2，𝐶𝐶𝐷𝐷3：直交 3方向における物品の抗力係数（図 3.2.1-1参照） 

𝐴𝐴1，𝐴𝐴2，𝐴𝐴3  ：𝐶𝐶𝐷𝐷1～𝐶𝐶𝐷𝐷3を定義した各方向に対する見付面積（m2） 

 

 

図 3.2.1-1 空力パラメータ算出のための抗力係数 

 

空気パラメータが 0.0028 m2/kgを上回るものは浮上るものと判断し，空気パラ
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メータが 0.0028 m2/kgを下回るものは，浮上らないものの横滑りにより移動する

可能性を考慮する。 

飛来物候補については，水平移動距離を算出し，竜巻防護施設と飛来物源との

離隔距離が飛来物源の水平移動距離がより大きければ，設計飛来物として設定し

ない。 

飛散評価は，再処理施設の地上部の標高（T.P.+6 m）に対して，飛来物候補の

設置場所の高さを考慮するものとする。 

 

① 再処理施設の地上部に設置された飛来物候補の初期高さは 0 m とする（核燃

料サイクル工学研究所内の同様の標高にある飛来物候補の初期高さ 0 m とす

る）。 

② プルトニウム転換技術開発施設の駐車場に設置された飛来物候補の初期高さ

は 15 mとして評価する。 

③ プルトニウム燃料技術開発センターの地上に設置された飛来物候補の初期高

さは 30 mとする。 

④ 再処理施設内の建家屋上に設置された飛来物候補の初期高さは 40 m とする。 

 

3.2.2 鋼製材による影響との比較評価 

飛来物源の飛散評価の結果，設計飛来物候補の鋼製材と比べて，飛来物源の影

響（運動エネルギー，コンクリート又は鋼板に対する貫通力）を下回る飛来物候

補は，設計飛来物として設定しないこととした。 

 

（1）運動エネルギー 

飛来物源の運動エネルギーEは下式によって算出する。 

 𝐸𝐸 = 1
2
𝑀𝑀・𝑉𝑉2 

 

ここに， 

M ：飛来物の重量（kg） 

V ：飛来物の衝突速度（m/s） 

前項の飛散距離の評価で算出する最大水平速度 

 

（2）コンクリートの貫通力 

コンクリートに対する貫通力は，飛来物の衝突に対する評価として，NEI07-

13 及び米国 NRC の基準類に算定式として記載されている修正 NDRC 式（①式）

を用いて貫入深さ xcを求め，Degen式（②式）により貫通限界厚さ tpを算定す

る。 
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𝑥𝑥𝑐𝑐
𝑎𝑎𝑐𝑐𝑑𝑑

≤ 2 の場合 
𝑥𝑥𝑐𝑐
𝑑𝑑

= 2 ��12145
�𝐹𝐹𝑐𝑐

�𝑁𝑁𝑑𝑑0.2 𝑀𝑀
𝑑𝑑3
� 𝑉𝑉
1000

�
1.8
�
0.5
 

 
𝑥𝑥𝑐𝑐
𝑎𝑎𝑐𝑐𝑑𝑑

≥ 2 の場合 
𝑥𝑥𝑐𝑐
𝑑𝑑

= �12145
�𝐹𝐹𝑐𝑐

�𝑁𝑁𝑑𝑑0.2 𝑀𝑀
𝑑𝑑3
� 𝑉𝑉
1000

�
1.8

+ 1 

 
𝑥𝑥𝑐𝑐
𝑎𝑎𝑐𝑐𝑑𝑑

≤ 1.52 の場合 𝑡𝑡𝑝𝑝 = 𝛼𝛼𝑝𝑝𝑑𝑑 �2.2 � 𝑥𝑥𝑐𝑐
𝛼𝛼𝑐𝑐𝑑𝑑

� − 0.3 � 𝑥𝑥𝑐𝑐
𝛼𝛼𝑐𝑐𝑑𝑑

�
2
� 

 1.52 ≤ 𝑥𝑥𝑐𝑐
𝑎𝑎𝑐𝑐𝑑𝑑

≤ 13.42 の場合 𝑡𝑡𝑝𝑝 = 𝛼𝛼𝑝𝑝𝑑𝑑 �0.69 + 1.29 � 𝑥𝑥𝑐𝑐
𝛼𝛼𝑐𝑐𝑑𝑑

�� 

 

ここに， 

Fc：コンクリートの設計基準強度 210 kgf/cm2 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）とガラス固化技術開発施設（TVF）

ガラス固化技術開発棟のコンクリートの設計基準強度のうち，小

さい値。 

d：飛来物の直径（cm） 

飛来物の衝突面の外形の最小投影面積に等しい円の直径 

M：飛来物の重量（kg） 

V：飛来物の衝突速度（m/s） 

前項の飛散距離の評価で算出する最大水平速度 

N：飛来物の先端形状係数：1.14 

「構造工学シリーズ 6 構造物の衝撃挙動と設計法」（土木学会）

を参考に設定。保守的な評価となる，非常に鋭い場合の数値を一

律使用した。 

αc：飛来物の低減係数：1.0 

αp：飛来物の低減係数：1.0 

保守的な評価となる，剛の場合の数値を一律使用した。 

 

（3）鋼板の貫通力 

鋼板に対する貫通力は，「タービンミサイル評価について（昭和 52 年 7月

20 日 原子炉安全専門審査会）」の中で，鋼板に対する貫通厚さの算出式に使

用されているＢＲＬ式（③式）を用いて貫通限界厚さ T を算定する。 

 

𝑇𝑇
3
2 = 0.5𝑀𝑀𝑉𝑉2

1.4396×109𝐾𝐾2・𝑑𝑑
3
2
 ・・・・③ 

 

ここに， 

T ：鋼板貫通限界厚さ（m） 

M ：飛来物の重量（kg） 

① 

② 
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V ：飛来物の最大水平衝突速度（m/s） 

前項の飛散距離の評価で算出する最大水平速度 

d ：飛来物の直径（cm） 

（飛来物の衝突面の最小投影面積に等しい円の直径） 

K ：鋼板の材質に関する係数（≒1） 

 

3.3  飛来物発生防止対策の可否を踏まえたスクリーニング 

2次スクリーニングの結果，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施

設（TVF）ガラス固化技術開発棟に対して，鋼製材を超えて影響を及ぼし得る可能性の

ある飛来物候補については，撤去，固縛あるいは移設の飛来物発生防止対策の実施の

可否を評価する。 

飛来物発生防止対策を実施できない飛来物候補については，設計飛来物として選定

することとした。 

 飛来物発生防止対策の可否を踏まえたスクリーニングの結果を，表 3.3-1示す。 

 

4. 設計飛来物の選定結果 

2 項及び 3 項より，核燃料サイクル工学研究所 再処理施設 高放射性廃液貯蔵場（HAW）

及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟における設計飛来物は,表 4-1

のとおりとする。 

 

表 4－1 核燃料サイクル工学研究所再処理施設における設計飛来物 

名称 長さ（m） 幅（m） 高さ（m） 質量（kg） 

鋼製材 4.2 0.3 0.2 135 

 

以上 
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パイプ H鋼材 煙突 避雷針 

パレット 足場板 蓋 
止水板 

グレーチング マンホール 鉄板 チェッカープレート

設備（排風機） 設備（ポンプ） 設備（冷却塔） タンク，貯槽

ボンベ置場 ボンベ 電源盤 等 空調機室外機 

図 2.2-1（2）飛来物源の調査結果（本図は代表例を示す。） 
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自動販売機 

 

テントハウス 

 

簡易建物（喫煙所） 

 

簡易建物（物置） 

 

ドラム缶 

 

不定形容器 

 

輸送容器 
 

消火器 

 

ホース格納箱 

 

車両（トラック） 

 

車両（クレーン車） 

 

車両（台車） 

 

重機 

（ホイールローダ） 

 

重機 

（バックフォー ） 

 

資機材（ポンプ等） 

 

 

資機材（発電機） 

図 2.2-1（1） 飛来物源の調査結果（本図は代表例を示す。） 
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A081フェンス A056 柵 C021 フェンス D013 フェンス 

図 3.1.1-1 被害事例から損傷するが飛散しないと判断されるもの 

（本図は代表例を示す。） 
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A006 パレット 

 

A019配管カバー 

 

A020ダイライト容器 

 

A024塩ビパイプ 

A029土壌サンプル

（箱） 

 

A050踏台 

 

A060枕木 

 

A082立入禁止表示 

 

A092喫煙所等 

 

B027樹脂製タンク 等 

 

B028消火器収納箱 等 

 

B030物置 等 

 

B047自転車置き場 等 

 

C0074自転車 

 

C104塗装資材置き場 

 

C199温水循環ポンプ室 

 

C215パイプ椅子 

 

C227丸椅子 

 

C247消防ホース 

 

 C266トイレ 

 

図 3.1.1-2 剛性が低く竜巻防護施設へ与える影響が小さいと判断されるもの 

（本図は代表例を示す。） 
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A001焼却炉 A005中継端子盤等 A007テントハウス A038チラーユニット 

A070冷却塔 A084排水タンク A087煙突 A088排風機 

B003危険物タンク B032消火栓 B043配電塔 C002高圧ガス製造設備 

C151ボンベ保管庫 C264タンク C265貯水槽 U001冷凍機 

U006ポンプ U013膨張槽 U018避雷針(自立型) U111ダクト閉止蓋 

U340サイレンサー U363空調用補給水槽 

図 3.2-1 強固に固定されているもの（本図は代表例を示す。）
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（15/19） 

6
-
1
-4

-
1-

3
-1
5

No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

A003 止水板 0.40 7.00 0.10 285 0 67.1 165.1 50 0.0428 × － - - - - - × 

A004 バリケード 1.00 0.90 0.90 285 0 83.4 ※1 16 0.1077 〇 56 × 90.8 × 1.2 × × 

A008 ドラム缶 0.90 0.60 0.60 345 0 0.0 0.0 345 0.0028 × － - - - - - × 

A010 消火器 0.50 0.20 0.20 345 0 63.6 155.6 5 0.0317 × － - - - - - × 

A014 コンテナラック（中） 1.50 1.30 1.30 300 0 73.8 214.3 80 0.0461 × － - - - - - × 

A015 コンテナラック（小：空） 1.00 1.00 1.00 300 0 64.1 182.6 80 0.0248 × － - - - - - × 

A016 水中ポンプ 0.30 0.20 0.20 300 0 24.9 19.6 10 0.0106 × － - - - - - × 

A018 ハンマー(大) 0.10 0.30 1.00 300 0 44.5 146.5 5  0.0356  × － - - - - - × 

A021 棚 0.70 0.50 2.00 300 0 80.6 ※1 20  0.0729  〇 65  × 116.0 × 1.9 × × 

A022 標準ドラム（空） 1.00 0.80 0.80 300 0 30.9 34.5 230 0.0064 × － - - - - - × 

A023 足場板 0.10 0.60 4.00 300 0 87.4 ※1 5 0.3532 〇 19 × 87.8 × 2.1 × × 

A025 一輪車 0.70 0.50 0.50 300 0 88.0 299.4 2 0.3135 × － - - - - - × 

A026 単管パイプ(4m) 4.00 0.05 0.05 300 0 8.7 3.7 11 0.0086 × － - - - - - × 

A027 単管パイプ(1m) 1.00 0.05 0.05 300 0 8.1 3.3 3 0.0083 × － - - - - - × 

A028 ベース、クランプ（箱） 0.30 0.70 0.70 300 0 51.0 153.0 20 0.0300 × － - - - - - × 

A030 H 鋼材 2.00 0.20 0.20 300 0 55.0 177.2 30 0.0114 × － - - - - - × 

A031 消火器 0.50 0.20 0.20 300 0 63.6 155.6 5 0.0317 × － - - - - - × 

A032 雨水枡 0.50 0.50 0.50 240 0 23.7 20.1 50 0.0073 × － - - - - - × 

A033 止水板 0.40 7.00 0.10 210 0 67.1 165.1 50 0.0428 × － - - - - - × 

A034 バリケード 0.50 3.50 0.50 210 0 82.0 ※1 25 0.0990 〇 84 × 140.7 × 2.7 × × 

A035 雨水枡 0.50 0.50 0.50 260 0 31.1 25.9 50 0.0099 × － - - - - - × 

A041 コンテナラック（小） 1.00 1.00 1.00 165 0 0.0 0.0 3,080 0.0006 × － - - - - - × 

評価については精査中 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（16/19） 

6
-
1
-4

-
1-

3
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

A042 コンテナラック（小：空） 1.00 1.00 1.00 165 0 64.1 182.6 80 0.0248 〇 165 × 153.6 × 2.1 × × 

A043 ドラム缶 0.90 0.60 0.60 165 0 3.2 0.5 310 0.0031 × － - - - - - × 

A044 パレット 0.30 1.30 1.30 165 0 76.8 ※1 20 0.0712 〇 59 × 109.1 × 1.7 × × 

A045 不定形容器（空） 1.70 1.30 1.30 165 0 0.0 0.0 1,700 0.0024 × － - - - - - × 

A046 水中ポンプ 0.20 0.20 0.20 165 0 45.4 152.0 3 0.0264 × － - - - - - × 

A053 消火器 0.50 0.20 0.20 165 0 63.6 155.6 5 0.0317 × － - - - - - × 

A054 合板 0.01 1.80 0.90 165 0 43.0 112.2 5 0.2160 × － - - - - - × 

A055 足場板 0.04 0.20 3.00 165 0 42.5 147.6 9 0.0496 × － - - - - - × 

A057 鉄板製蓋 0.16 2.20 1.20 135 0 10.8 5.6 290 0.0068 × － - - - - - × 

A058 クレーン荷重試験用ウエイト架台 0.54 5.00 2.84 150 0 0.0 0.0 10,000 0.0011 × － - - - - - × 

A059 輸送容器架台 3.00 3.00 6.00 125 0 6.9 2.6 13,000 0.0023 × － - - - - - × 

A062 排水モニター室室外機（カバー含む） 1.30 1.50 0.80 195 0 62.1 194.2 137 0.0202 × － - - - - - × 

A063 消火器 BOX 0.60 0.25 0.20 265 0 18.2 14.4 40 0.0053 × － - - - - - × 

A067 室外機 0.50 0.80 0.30 300 0 32.5 26.8 50 0.0104 × － - - - - - × 

A069 室外機 1.00 0.90 0.20 310 0 39.3 49.3 100 0.0084 × － - - - - - × 

A072 室外機 0.50 0.70 0.20 300 0 39.6 78.5 30 0.0130 × － - - - - - × 

A073 室外機 1.00 0.60 0.30 300 0 34.2 39.1 100 0.0071 × － - - - - - × 

A078 室外機 0.90 1.20 0.25 250 0 61.0 158.9 50 0.0212 × － - - - - - × 

A094 230 0 54.8 190.7 1,200 0.0109 × － - - - - - × 

A095 250 0 54.8 190.7 1,200 0.0109 × － - - - - - × 

B008 資材庫室外機(3) 0.90 0.90 0.40 315 0 46.6 66.7 90 0.0112 × － - - - - - × 

B011 浄水貯槽用蓋 0.10 1.00 1.00 320 0 52.6 1556.6 11 0.0672 〇 15 × 74.9 × 1.4 × × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（17/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

B012 がれき 1.10 1.00 0.30 265 0 0.0 0.0 759  0.0015  × － -  - - - - × 

B015 トラック（ダイナ 18-38） 2.00 1.70 4.70 235 0 21.6 24.1 4,125  0.0033  × － -  - - - - × 

B016 トラック（ダイナ 82-72） 2.00 1.70 4.70 235 0 21.6 24.1 4,125  0.0033  × － -  - - - - × 

B017 トラック（ニッサン） 2.00 1.70 4.70 235 0 20.9 22.8 4,225  0.0032  × － -  - - - - × 

B018 排水運搬車 2.00 1.70 4.60 235 0 17.2 16.2 4,500  0.0030  × － -  - - - - × 

B019 クレーン車 3.30 2.50 12.00 235 0 5.1 1.4 23,590  0.0022  × － -  - - - - × 

B020 トラクタ 3.00 2.90 6.20 235 0 0.0 0.0 17,655  0.0017  × － -  - - - - × 

B021 フォークリフト（3t） 2.20 1.15 3.25 235 0 0.3 0.0 3,900  0.0023  × － -  - - - - × 

B022 フォークリフト（2t） 2.22 1.20 3.22 235 0 10.2 5.8 3,500  0.0026  × － -  - - - - × 

B023 運搬台車（40t） 1.50 3.35 9.67 235 0 0.0 0.0 18,000  0.0019  × － -  - - - - × 

B024 運搬台車（20t） 1.20 8.70 2.00 235 0 0.0 0.0 14,000  0.0014  × － -  - - - - × 

B025 運搬台車（5t） 0.50 2.00 1.60 235 0 4.2 1.0 900  0.0037  × － -  - - - - × 

B026 ステージ 0.60 1.20 1.40 235 0 42.4 92.2 160  0.0134  × － -  - - - - × 

B033 ノッチタンク 1.80 3.60 1.80 265 0 46.1 96.2 1,492  0.0072  × － -  - - - - × 

B040 第 2 中間開閉所室外機(3) 0.70 0.90 0.30 240 0 49.0 109.7 50  0.0147  × － -  - - - - × 

B051 車両 2.00 1.50 3.40 265 0 52.5 166.1 1,000  0.0098  × － -  - - - - × 

C004 単管パイプ 4.00 0.50 0.50 65 0 85.0 246.9 8  0.1296  〇 30  × 88.5 × 1.6 × × 

C005 足場板 0.036 0.21 4.00 65 0 40.4 150.0 15  0.0410  〇 12  × 143.9 × 4.2 × × 

C007 自転車 1.20 0.60 1.80 95 0 86.0 ※1 20  0.1307  〇 74  × 106.8 × 1.5 × × 

C011 スロープ 0.20 1.00 0.50 115 0 20.5 18.4 50  0.0090  × － -  - - - - × 

C014 鉄板 0.02 3.10 1.60 150 0 0.0 0.0 774  0.0043  × － -  - - - - × 

C019 自転車 1.20 0.60 1.80 175 0 86.0 ※1 20  0.1307  〇 74  × 106.8 × 1.5 × × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（18/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C032 ｸﾚｰﾝｶﾞｲﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ(G51M100-23) 6.00 0.05 0.05 40 0 2.2 0.3 22  0.0064  × － -  - - - - × 

C033 ｶﾞｰﾀ吊具(G51M100-1) 3.20 3.00 2.40 40 0 50.2 168.1 2,150  0.0075  〇 2,711  〇 430.0 〇 5.1 × 〇 

C034 走行車輪取替治具(G51M100-4) 2.40 0.90 0.50 40 0 53.3 177.8 255  0.0099  〇 362  〇 268.2 × 5.3 × 〇 

C035 横行給電装置給電ﾌﾞﾗｹｯﾄ吊具(G51M100-6) 1.70 0.90 0.50 40 0 28.0 35.9 430  0.0043  × － -  - - - - × 

C036 横行給電装置ﾕﾆｯﾄ吊具(G51M100-5) 1.80 2.00 0.50 40 0 35.3 53.3 695  0.0052  〇 432  〇 268.1 × 4.2 × 〇 

C037 走行給電ｺﾈｸﾀ切離し治具(G51M100-7) 4.40 0.20 0.20 40 0 8.1 3.3 80  0.0054  × － -  - - - - × 

C038 走行給電装置取替治具(G51M100-13A) 1.70 1.70 2.40 40 0 0.0 0.0 9,900  0.0007  × － -  - - - - × 

C039 ITV吊具(G51M100-22) 1.30 0.50 0.30 40 0 33.8 43.8 130  0.0060  〇 74  × 158.2 × 3.2 × × 

C040 ﾄﾛﾘ支持台(G51M100-10) 2.80 3.10 2.50 40 0 58.8 217.9 1,080  0.0143  〇 1,869  〇 354.0 〇 4.0 × 〇 

C041 ﾄﾛﾘ支持台吊具(G51M100-9) 9.50 3.10 0.30 40 0 70.1 255.2 533  0.0411  〇 1,310  〇 428.2 〇 8.7 × 〇 

C042 走行給電装置取替治具 B(G51M100-13B) 3.70 1.20 0.60 40 0 56.2 216.9 420  0.0116  〇 664  〇 328.9 〇 6.3 × 〇 

C043 走行給電装置ﾕﾆｯﾄ支持台(G51M100-14) 0.60 1.70 0.60 40 0 26.9 23.7 212  0.0075  × － -  - - - - × 

C044 走行給電ｺﾈｸﾀﾕﾆｯﾄ吊具(G51M100-16) 2.40 1.10 0.60 40 0 52.7 172.8 330  0.0095  〇 459  〇 280.7 〇 5.1 × 〇 

C045 ｶﾞｰﾀ上仮置治具(G51M100-19) 0.60 2.20 1.30 40 0 37.0 43.0 295  0.0111  〇 202  〇 188.1 × 2.7 × 〇 

C046 ｷｬﾘｯｼﾞ吊具(G51M120-4) 2.20 3.10 1.60 40 0 49.2 147.4 1,300  0.0078  〇 1,572  〇 377.7 〇 5.1 × 〇 

C047 ｷｬﾘｯｼﾞ置台(G51M120-5) 2.70 3.20 2.90 40 0 53.9 188.2 1,700  0.0100  〇 2,467  〇 400.9 〇 4.6 × 〇 

C048 車輪着脱治具(G51M120-9) 1.60 0.80 0.50 40 0 17.1 15.3 500  0.0033  × － -  - - - - × 

C049 機上ｹｰﾌﾞﾙﾕﾆｯﾄ吊具(G51M120-10) 1.50 2.10 3.00 40 0 54.0 165.3 800  0.0115  〇 1,164  〇 330.1 〇 4.4 × 〇 

C050 ﾗｯｸ中継箱吊具(G51M120-1) 2.50 2.80 1.60 40 0 61.1 220.9 600  0.0170  〇 1,119  〇 305.0 〇 3.8 × 〇 

C051 ｺﾈｸﾀｹｰﾌﾞﾙ吊具(G51M120-2) 1.40 0.60 2.60 40 0 0.0 0.0 2,500  0.0016  × － -  - - - - × 

C052 ｹｰﾌﾞﾙﾘｰﾙ置台(G51M120-3) 1.60 3.00 1.50 40 0 32.2 43.9 1,500  0.0051  〇 778  〇 299.5 〇 3.8 × 〇 

C053 ｷｬﾘｯｼﾞ相互救援冶具(G51M120-7) 0.50 2.20 0.80 40 0 16.5 12.2 400  0.0054  × － -  - - - - × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（19/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C054 肩ＩＴＶｶﾒﾗ用架台 1.60 1.20 0.70 40 0 55.9 173.8 200  0.0128  〇 312  〇 221.4 × 3.6 × 〇 

C055 溶融炉吊具(G21ME10-1) 0.90 2.10 1.30 40 0 24.4 23.8 710  0.0054  × － -  - - - - × 

C056 給電ｹｰﾌﾞﾙ取扱冶具(G21ME10-20) 1.70 0.60 1.50 40 0 0.0 0.0 1,300  0.0023  × － -  - - - - × 

C057 溶融炉架台吊具（新型）（G21ME10-5) 4.30 0.40 0.20 40 0 59.1 236.9 118  0.0149  〇 206  〇 273.3 〇 8.6 × 〇 

C058 BSM ｽﾚｰﾌﾞｱｰﾑ保守用遠隔治具 1.30 2.20 0.40 40 0 31.4 38.8 500  0.0056  × － -  - - - - × 

C059 ｶﾚｯﾄﾎﾟｯﾊﾟｰ（旧型）（G21ME10-15） 2.00 0.90 0.90 40 0 61.0 212.5 166  0.0175  〇 309  〇 219.2 × 3.6 × 〇 

C060 ｶﾚｯﾄﾎﾟｯﾊﾟｰ受台（旧型）（G21ME10-16） 0.70 0.90 0.70 40 0 49.6 110.2 78  0.0148  〇 96  × 138.4 × 2.1 × × 

C061 溶接機置台（G22M30-101） 1.20 0.80 0.80 40 0 43.9 65.4 200  0.0084  〇 192  〇 188.0 × 3.0 × 〇 

C062 貫通ﾌﾟﾗｸﾞ引き抜き冶具-A・B（B-1) 1.10 2.70 0.80 40 0 21.3 20.6 920  0.0043  × － -  - - - - × 

C063 貫通ﾌﾟﾗｸﾞ吊上げ冶具（B-2) 3.20 1.70 0.70 40 0 0.0 0.0 12,050  0.0005  × － -  - - - - × 

C064 気密ｷｬｯﾌﾟ吊具（B-8) 1.30 2.20 0.40 40 0 0.0 0.0 1,100  0.0026  × － -  - - - - × 

C065 ｴﾝｸﾛｰｼﾞｬ側面ﾊｯﾁ仮置台（G76M101-1） 1.50 2.00 2.00 40 0 25.4 28.8 1,550  0.0043  × － -  - - - - × 

C066 ｴﾝｸﾛｰｼﾞｬ側面ﾊｯﾁ吊具（G76M101-2） 1.40 2.00 0.40 40 0 52.7 154.6 250  0.0110  〇 348  〇 253.6 × 4.7 × 〇 

C067 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ｷｬﾘｯｼﾞ置台（G51M162-7） 1.30 3.00 1.50 40 0 45.7 76.3 800  0.0085  〇 835  〇 311.6 〇 4.5 × 〇 

C068 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ﾌﾞﾘｯｼﾞ置台（G51M162-9） 3.50 4.40 3.00 40 0 50.0 172.8 3,500  0.0074  〇 4,374  〇 506.9 〇 5.8 × 〇 

C069 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ﾌﾞﾘｯｼﾞ吊具（G51M162-8） 2.00 3.10 1.50 40 0 53.1 169.4 900  0.0102  〇 1,269  〇 348.3 〇 4.8 × 〇 

C070 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ｷｬﾘｯｼﾞ吊具（G51M162-6） 1.30 2.10 1.30 40 0 48.5 92.3 500  0.0094  〇 589  〇 267.9 × 3.8 × 〇 

C071 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ｷｬﾘｯｼﾞｹｰﾌﾞﾙﾍﾞｱ吊具（G51M162-4） 1.00 1.50 0.50 40 0 50.6 133.6 150  0.0121  〇 192  〇 193.5 × 3.3 × 〇 

C072 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用補助ﾎｲｽﾄ吊具（G51M162-5） 1.40 0.60 0.70 40 0 52.0 151.1 140  0.0106  〇 189  〇 198.5 × 3.6 × 〇 

C073 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ｹｰﾌﾞﾙ搬入用ﾊﾟﾚｯﾄ（G51M162-14） 1.00 2.00 2.00 40 0 60.4 163.9 270  0.0196  〇 493  〇 232.4 × 3.1 × 〇 

C074 ｶｳﾝﾀｰｳｪｲﾄ（A-4） 2.00 0.90 0.80 40 0 0.0 0.0 4,200  0.0006  × － -  - - - - × 

C075 ﾗｯｸ吊具（G71RK20-1） 2.80 2.90 2.50 40 0 54.3 194.0 1,420  0.0104  〇 2,097  〇 377.6 〇 4.3 × 〇 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（20/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 
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【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい
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（269 ㎜） 
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飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C076 受入槽上部遮蔽体吊具（A-12） 1.10 1.10 0.10 40 0 30.1 34.3 160  0.0059  × － -  - - - - × 

C077 長尺冶具置台（A-31） 2.00 1.80 1.50 40 0 59.2 205.2 400  0.0153  〇 700  〇 261.9 × 3.4 × 〇 

C078 ｶﾊﾞｰｶﾞﾗｽ置台（ﾘﾃｨﾅｰ運搬ﾎﾞｯｸｽ)（G51M170-1） 1.00 1.70 0.70 40 0 50.2 131.4 200  0.0118  〇 252  〇 208.3 × 3.4 × 〇 

C079 ｶﾊﾞｰｶﾞﾗｽ吊具（ｶｳﾝﾀｰｳｪｲﾄ） 1.30 3.20 1.20 40 0 0.0 0.0 4,500  0.0014  × － -  - - - - × 

C080 ﾄﾛﾘ吊具（G51M155-1） 1.00 2.00 1.40 40 0 40.8 52.1 465  0.0088  〇 387  〇 229.6 × 3.2 × 〇 

C081 ﾄﾛﾘ吊具（ｳｪｲﾄ）（G51M155-2） 0.30 2.20 0.50 40 0 0.0 0.0 2,367  0.0005  × － -  - - - - × 

C082 ﾄﾛﾘ支持台（G51M155-7） 0.20 2.80 0.60 40 0 31.1 37.3 102  0.0153  × － -  - - - - × 

C083 ITV吊具（G51M155-8） 1.80 1.40 0.40 40 0 19.6 19.6 760  0.0033  × － -  - - - - × 

C084 気液分離器(G12D1442）仮置台（G12D1442-1） 1.70 0.50 0.50 40 0 78.3 ※1 20  0.0644  〇 61  × 121.1 × 2.2 × × 

C085 廃気配管搬入架台 1.30 0.90 0.90 40 0 64.5 204.1 87  0.0239  〇 181  〇 167.4 × 2.5 × 〇 

C086 ﾒﾙﾀ付帯計装品運搬容器 1.80 1.20 1.20 40 0 56.2 177.6 300  0.0127  〇 474  〇 245.1 × 3.6 × 〇 

C087 BSM ｺﾈｸﾀ中継箱遠隔取合部合せ治具ﾍﾞｰｽ 0.10 3.90 0.50 40 0 18.1 13.1 135  0.0117  × － -  - - - - × 

C088 BSM補助ﾎｲｽﾄ吊治具 1.80 1.40 0.50 40 0 0.0 0.0 1,350  0.0020  × － -  - - - - × 

C089 補助ﾌｯｸ-1(A-1)置台 3.90 0.70 0.70 40 0 86.2 ※1 30  0.1309  〇 111  × 141.2 × 2.3 × × 

C090 補助ﾌｯｸ用置台 0.70 0.70 0.70 40 0 72.4 219.6 20  0.0485  〇 52  × 98.9 × 1.4 × × 

C091 結合装置搬送架台吊具（G21M11-2） 1.40 1.20 1.70 40 0 67.8 213.6 132  0.0305  〇 304  〇 187.2 × 2.5 × 〇 

C092 走行給電装置取替治具（組立治具） 1.70 1.80 1.40 40 0 54.6 170.9 450  0.0117  〇 671  〇 264.8 × 3.5 × 〇 

C093 ブリッジ連結治具（G51M120-13) 0.90 0.10 0.10 40 0 0.0 0.0 30  0.0016  × － -  - - - - × 

C094 主巻ﾌｯｸ支持台(G51M100-25) 0.80 1.30 0.80 40 0 55.3 142.8 110  0.0163  〇 168  × 171.7 × 2.7 × × 

C095 横行給電装置ﾕﾆｯﾄ吊具ｳｪｲﾄ(G51M100-5) 0.90 0.50 0.30 40 0 0.0 0.0 480  0.0012  × － -  - - - - × 

C096 インバータ発電機 0.43 0.49 0.40 40 0 34.5 41.8 30  0.0125  〇 18  × 77.1 × 1.2 × × 

C098 自動販売機 2.00 1.00 0.50 110 0 32.3 47.5 500  0.0046  × － -  - - - - × 
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運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 
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【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 
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（269 ㎜） 
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飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C100 Kr施設室外機 0.65 0.80 0.30 65 0 45.6 99.9 45  0.0140  〇 47  × 116.6 × 2.1 × × 

C106 自転車 1.20 0.60 1.80 115 0 86.0 ※1 20  0.1307  〇 74  × 106.8 × 1.5 × × 

C109 輸送容器（架台を含む） 3.00 3.00 6.00 90 0 0.0 0.0 83,000  0.0004  × － -  - - - - × 

C110 上部固縛装置 1.00 3.00 1.00 90 0 0.0 0.0 12,000  0.0004  × － -  - - - - × 

C111 水平吊具 4.50 3.50 1.50 90 0 8.3 3.9 9,000  0.0020  × － -  - - - - × 

C112 上部緩衝体 2.00 2.00 0.80 90 0 0.0 0.0 3,100  0.0015  × － -  - - - - × 

C113 上部緩衝体容器 1.50 2.00 2.00 90 0 16.5 14.2 2,000  0.0033  × － -  - - - - × 

C115 共同溝入口 0.10 2.10 2.40 50 0 21.3 16.5 232  0.0151  × － -  - - - - × 

C119 三連梯子 3.30 0.40 0.13 105 0 88.9 ※1 7  0.1698  〇 28  × 107.7 × 2.8 × × 

C120 不定形容器 1.30 1.30 1.30 105 0 45.3 74.3 400  0.0084  × － -  - - - - × 

C121 ハル缶 0.95 0.80 0.80 105 0 29.3 30.3 230  0.0062  × － -  - - - - × 

C122 ふげん模擬燃料 4.40 0.12 0.12 105 0 0.0 0.0 230  0.0019  × － -  - - - - × 

C123 Ｐ３Ｓカスク仮置架台 1.50 1.35 2.10 105 0 17.8 16.0 1,550  0.0034  × － -  - - - - × 

C124 循環ポンプ 0.50 0.70 0.40 105 0 0.0 0.0 250  0.0022  × － -  - - - - × 

C125 ノンシールポンプ 0.60 1.10 0.60 105 0 0.0 0.0 400  0.0028  × － -  - - - - × 

C126 キャスク（廃砂及び廃樹脂用） 4.00 1.50 1.50 105 0 0.0 0.0 10,000  0.0009  × － -  - - - - × 

C127 廃砂・廃樹脂用タンク 4.00 1.40 1.40 105 0 64.0 242.8 400  0.0217  〇 818  〇 298.5 〇 4.4 × 〇 

C128 足場パイプ 4.00 0.05 0.05 105 0 7.9 3.1 11  0.0082  × － -  - - - - × 

C129 足場板（４ｍ） 4.00 0.40 0.02 105 0 94.5 ※1 3  0.3636  〇 13  × 104.4 × 4.5 × × 

C130 足場板（２ｍ） 2.00 0.40 0.02 105 0 91.6 ※1 1  0.4558  〇 5  × 66.1 × 2.4 × × 

C131 作業棚 1.20 0.60 0.90 105 0 89.2 294.5 5  0.3089  〇 20  × 58.7 × 0.7 × × 

C132 ブレードホルダ 0.14 0.45 0.66 105 0 7.6 2.9 50  0.0060  × － -  - - - - × 
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厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C133 5ｔ、1.6ｔ給電コネクタ・ケーブル 0.85 1.00 0.90 105 0 29.2 28.9 250  0.0066  × － -  - - - - × 

C134 ハル取出し台車車輪 0.10 0.80 0.80 105 0 16.6 11.8 50  0.0106  × － -  - - - - × 

C135 渦巻きポンプ 0.50 1.00 0.40 105 0 0.0 0.0 250  0.0029  × － -  - - - - × 

C136 水中台車用シリンダ 3.00 0.15 0.15 105 0 0.0 0.0 300  0.0020  × － -  - - - - × 

C137 Ｒ131 セル内照明装置インサート 2.60 0.55 0.40 105 0 56.0 200.2 150  0.0118  〇 235  〇 246.5 × 5.7 × 〇 

C140 セル内 5ｔクレーンワイヤーロープ 0.55 0.55 0.55 105 0 0.0 0.0 300  0.0020  × － -  - - - - × 

C141 5ｔクレーンケーブルベア 2.70 0.47 0.30 105 0 53.4 186.0 150  0.0098  〇 214  〇 256.6 × 6.7 × 〇 

C142 溶解槽ガスケット試験装置 2.00 1.00 1.00 105 0 54.4 173.7 300  0.0110  〇 444  〇 254.8 × 4.1 × 〇 

C143 運搬台車 1.00 1.50 1.00 105 0 58.9 162.8 150  0.0176  〇 260  〇 194.1 × 2.9 × 〇 

C144 セル内 5ｔクレーン駆動部 1.20 0.12 1.80 105 0 43.2 63.1 200  0.0083  × － -  - - - - × 

C145 Ｐ３Ｓカスクγポート座金用保管箱 0.60 1.50 1.50 105 0 42.4 92.2 200  0.0134  × － -  - - - - × 

C146 1.6ｔクレーン用ケーブルベアシリンダ 0.80 2.10 0.40 105 0 46.7 112.6 150  0.0125  〇 164  × 196.3 × 3.7 × × 

C147 カスク自走台車 1.60 1.40 2.70 105 0 56.9 173.5 500  0.0136  〇 809  〇 292.5 〇 4.1 × 〇 

C148 消火器 0.75 0.21 0.28 105 0 64.7 160.2 10  0.0281  〇 21  × 95.7 × 2.3 × × 

C149 DN 室外機 1.40 0.90 0.40 85 0 49.8 141.8 150  0.0096  〇 186  〇 203.1 × 3.8 × 〇 

C150 共同溝換気フード 0.90 1.50 1.30 130 0 58.8 164.8 160  0.0184  〇 277  〇 194.5 × 2.8 × 〇 

C152 ボンベ運搬台車 1.45 0.40 0.55 135 0 87.7 ※1 7  0.1506  〇 27  × 81.5 × 1.4 × × 

C153 アルゴンガスボンベ 1.55 0.25 0.25 135 0 46.8 90.8 70  0.0079  × － -  - - - - × 

C156 地下水移送ポンプ制御盤 0.20 0.50 0.50 100 0 30.6 35.9 20  0.0149  × － -  - - - - × 

C158 地下水移送ポンプ 0.60 0.50 0.50 100 0 53.3 145.0 30  0.0187  〇 43  × 105.2 × 1.8 × × 

C160 アルゴンガスボンベ 1.55 0.25 0.25 90 0 46.8 90.8 70  0.0079  〇 77  × 182.5 × 5.1 × × 

C165 自転車 1.20 0.60 1.80 140 0 86.0 ※1 20  0.1307  〇 74  × 106.8 × 1.5 × × 
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鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対
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厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C173 スロープ 0.01 1.00 1.80 200 0 10.6 5.4 70  0.0171  × － -  - - - - × 

C179 止水板 0.40 7.00 0.10 175 0 67.1 165.1 50  0.0428  × － -  - - - - × 

C180 止水板 0.40 7.00 0.10 140 0 67.1 165.1 50  0.0428  〇 113  × 225.3 × 8.0 × × 

C183 屋外タンク貯蔵所渡階段 0.56 1.10 0.50 215 0 64.9 159.2 30  0.0318  × － -  - - - - × 

C186 消火器（200 型） 1.10 0.40 0.40 215 0 0.3 0.0 250  0.0012  × － -  - - - - × 

C187 消火器（100 型） 0.90 0.30 0.30 215 0 17.4 13.8 100  0.0018  × － -  - - - - × 

C188 消火器（20 型） 0.40 0.20 0.20 215 0 37.4 64.7 10  0.0063  × － -  - - - - × 

C191 浸水防止板 0.30 4.40 0.06 180 0 53.2 149.4 30  0.0328  × － -  - - - - × 

C192 スローブ 0.08 0.90 0.50 180 0 24.4 25.1 20  0.0171  × － -  - - - - × 

C193 グレーチング 0.05 1.00 0.40 180 0 10.6 5.4 30  0.0097  × － -  - - - - × 

C196 TWa桝蓋 0.00 0.52 0.94 200 0 0.0 0.0 10  0.0324  × － -  - - - - × 

C197 グレーチング 0.05 1.00 0.40 165 0 10.6 5.4 30  0.0097  × － -  - - - - × 

C205 SUS板 0.01 2.40 1.50 175 0 10.5 5.4 140  0.0170  × － -  - - - - × 

C207 消火器 0.60 0.13 0.13 100 15 50.2 215.4 10  0.0114  〇 13  × 94.5 × 2.9 × × 

C208 ドラム缶 0.90 0.60 0.60 100 15 61.7 259.5 30  0.0317  〇 57  × 111.1 × 1.8 × × 

C209 ペール缶 0.25 0.45 0.35 100 15 59.0 255.9 10  0.0236  〇 17  × 81.9 × 1.6 × × 

C211 消火器 0.60 0.13 0.13 125 15 50.2 215.4 10  0.0114  〇 13  × 94.5 × 2.9 × × 

C212 机 0.75 1.20 0.75 125 15 79.3 313.5 10  0.1559  〇 31  × 74.0 × 1.0 × × 

C213 棚 1.80 0.90 0.40 125 15 75.0 274.6 20  0.0891  〇 56  × 108.0 × 1.7 × × 

C214 資材棚 1.15 0.90 0.45 125 15 69.6 265.7 20  0.0646  〇 48  × 99.0 × 1.5 × × 

C215 パイプ椅子 0.80 0.45 0.45 125 15 85.3 363.3 2  0.3044  〇 7  × 43.3 × 0.6 × × 

C216 可搬型発電機(WDG350VA) 0.60 0.70 0.50 85 15 39.8 117.3 170  0.0042  〇 135  × 183.5 × 3.4 × × 
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鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C217 可搬型発電機（TLG-7.5LSK） 0.70 1.30 0.60 85 15 42.5 140.3 260  0.0054  〇 235  〇 225.0 × 4.1 × 〇 

C218 電工ドラム 0.40 0.30 0.30 85 15 46.7 182.9 26  0.0084  〇 28  × 105.3 × 2.2 × × 

C219 軽油携行缶 0.20 0.40 0.30 85 15 48.1 196.1 18  0.0095  〇 21  × 97.0 × 2.2 × × 

C220 運搬車 0.80 0.90 0.60 85 15 64.2 259.1 28  0.0410  〇 58  × 105.4 × 1.6 × × 

C221 工具箱 0.70 0.50 0.55 85 15 52.2 228.9 50  0.0133  〇 68  × 130.0 × 2.3 × × 

C222 キャビネット 1.80 0.90 0.65 85 15 57.3 253.7 100  0.0223  〇 164  × 172.3 × 2.8 × × 

C223 消火器 0.60 0.13 0.13 85 15 50.2 215.4 10  0.0114  〇 13  × 94.5 × 2.9 × × 

C224 資材入れ 0.60 1.40 0.60 85 15 59.2 258.0 50  0.0269  〇 88  × 137.9 × 2.3 × × 

C225 トラクタ用ウエイト架台 0.50 2.00 2.50 85 15 58.6 256.0 200  0.0239  〇 343  〇 222.9 × 3.5 × 〇 

C226 テーブル 0.70 1.80 0.60 85 15 80.8 322.7 10  0.1822  〇 33  × 79.8 × 1.1 × × 

C227 丸椅子 0.45 0.40 0.40 85 15 80.3 320.2 2  0.1716  〇 6  × 43.1 × 0.7 × × 

C228 ガスボンベ発電機 0.50 0.40 0.25 85 15 57.1 249.0 15  0.0187  〇 24  × 93.9 × 1.9 × × 

C229 ドラム缶 0.90 0.60 0.60 85 15 61.7 259.5 30  0.0317  〇 57  × 111.1 × 1.8 × × 

C230 トラクタ用ウエイト 0.75 0.60 1.10 85 15 32.9 72.0 500  0.0026  × － -  - - - - × 

C231 脚立 1.80 0.80 0.80 85 15 91.1 ※1 5  0.4646  〇 21  × 58.1 × 0.7 × × 

C232 発電機（YDG250VS) 1.70 0.90 0.70 85 15 53.8 235.3 150  0.0147  〇 217  〇 195.7 × 3.2 × 〇 

C233 発電機（YDG350VA) 0.80 0.70 0.50 85 15 47.1 185.8 100  0.0086  〇 111  × 159.3 × 2.8 × × 

C234 発電機（iDE3100M) 0.75 0.75 0.60 85 15 44.1 157.1 150  0.0064  〇 146  × 175.0 × 2.9 × × 

C235 発電機（15LSX) 1.15 1.55 0.65 85 15 38.1 102.7 650  0.0036  〇 472  〇 287.0 〇 4.9 × 〇 

C236 発電機（7.5LS) 0.80 1.10 0.60 85 15 41.0 126.7 290  0.0046  〇 243  〇 224.2 × 3.9 × 〇 

C237 発電機（25LS) 1.20 1.55 0.70 85 15 38.0 102.1 700  0.0036  〇 507  〇 291.7 〇 4.8 × 〇 

C238 電源ケーブル 0.50 1.30 4.00 85 15 55.1 245.5 300  0.0173  〇 455  〇 279.6 〇 5.1 × 〇 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（25/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C239 ハンドリフター 1.20 1.40 0.70 85 15 71.6 270.3 30  0.0770  〇 77  × 108.0 × 1.4 × × 

C240 ドラムポーター 0.10 0.70 0.60 85 15 62.7 259.6 10  0.0363  〇 20  × 91.8 × 2.0 × × 

C241 ポンプ 0.70 0.70 0.50 85 15 42.3 138.4 150  0.0052  〇 134  × 176.5 × 3.1 × × 

C242 電源ケーブルドラム（小） 0.40 0.60 0.60 85 15 42.8 143.6 100  0.0055  〇 92  × 157.5 × 2.9 × × 

C243 電源ケーブルドラム（中） 0.60 0.95 0.95 85 15 45.5 171.7 180  0.0075  〇 186  〇 188.3 × 3.0 × 〇 

C244 電源ケーブルドラム（大） 0.70 1.30 1.30 85 15 33.5 74.7 880  0.0026  × － -  - - - - × 

C245 組立式リヤカー 0.70 0.60 0.10 85 15 62.7 259.3 10  0.0363  〇 20  × 91.8 × 2.0 × × 

C246 不整地運搬車 1.40 1.10 3.50 85 15 57.3 249.7 350  0.0194  〇 575  〇 265.4 × 3.9 × 〇 

C247 消防ホース 0.10 0.30 0.30 85 15 57.4 250.9 5  0.0198  〇 8  × 68.4 × 1.6 × × 

C248 給油タンクユニット 2.50 1.60 1.60 85 15 60.5 254.4 300  0.0232  〇 549  〇 233.7 × 2.9 × 〇 

C249 可搬型ボイラユニット 3.00 3.50 3.50 85 15 65.0 257.7 500  0.0439  〇 1,056  〇 243.6 × 2.2 × 〇 

C251 トヨエース（ユニック車） 2.70 2.00 6.20 85 15 39.0 108.5 5,900  0.0039  〇 4,487  〇 598.1 〇 8.1 × 〇 

C252 ホイールローダ 2.50 1.50 4.00 85 15 39.6 113.8 3,200  0.0041  〇 2,512  〇 480.4 〇 6.6 × 〇 

C253 バックフォー 2.50 1.50 4.50 85 15 40.9 124.7 3,140  0.0046  〇 2,627  〇 489.6 〇 6.8 × 〇 

C254 資材棚 2.10 1.80 0.60 85 15 64.0 258.4 100  0.0404  〇 205  〇 168.7 × 2.3 × 〇 

C255 ブレーカ 0.30 1.30 0.30 85 15 38.9 109.8 150  0.0038  〇 114  × 209.8 × 5.4 × × 

C256 爪 0.30 0.70 0.40 85 15 33.8 76.7 150  0.0027  × － -  - - - - × 

C258 二輪車 0.70 0.70 1.40 85 15 79.7 316.3 10  0.1617  〇 32  × 76.3 × 1.0 × × 

C260 グレーチング 0.03 0.45 0.45 45 0 11.5 6.3 12  0.0120  × － -  - - - - × 

C261 グレーチング 0.10 0.55 1.10 45 0 49.5 223.1 8  0.0581  〇 10  × 68.6 × 1.4 × × 

C262 グレーチング 0.03 0.36 0.36 85 0 11.2 6.1 8  0.0118  × － -  - - - - × 

C267 接地蓋 0.05 0.38 0.38 100 0 40.5 143.0 3  0.0368  〇 2  × 42.6 × 0.9 × × 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

C268 マンホール 0.05 0.67 0.67 100 0 7.5 2.8 40 0.0081 × － - - - - - × 

C269 グレーチング 0.02 1.00 0.20 75 0 0.0 0.0 20 0.0071 × － - - - - - × 

C271 マンホール 0.05 0.70 0.70 200 0 1.7 0.1 56 0.0063 × － - - - - - × 

C272 コンクリートブロック 0.15 0.50 0.20 200 0 0.0 0.0 35 0.0039 × － - - - - - × 

C273 共同溝蓋 0.05 2.00 0.70 200 0 0.0 0.0 290 0.0034 × － - - - - - × 

C274 排水枡蓋 0.06 0.50 0.40 200 0 0.0 0.0 28 0.0055 × － - - - - - × 

D002 自転車 1.20 0.60 1.80 275 0 86.0 ※1 20 0.1307 〇 74 × 106.8 × 1.4 × × 

D004 原動機付自転車 1.02 0.65 1.72 275 0 66.4 196.0 80 0.0292 × － - - - - - × 

D005 275 0 48.5 143.2 1,800 0.0072 × － - - - - - × 

D006 275 0 48.5 143.2 1,800 0.0072 × － - - - - - × 

D008 295 0 48.5 143.2 1,800 0.0072 × － - - - - - × 

D009 295 0 48.5 143.2 1,800 0.0072 × － - - - - - × 

D010 立制警備所 空調室外機 0.90 0.90 0.40 290 0 58.8 164.7 55 0.0184 × － - - - - - × 

D011 立制警備所 空調室外機 0.90 0.90 0.40 290 0 58.8 164.7 55 0.0184 × － - - - - - × 

D012 単管パイプ 1.70 5.00 1.40 330 0 96.1 ※1 10 0.5151 〇 46 × 43.5 × 0.2 × × 

D014 屋外ピット蓋 0.10 1.00 2.00 330 0 53.4 ※1 20 0.0719 〇 28 × 101.8 × 2.0 × × 

D025 空調室外機 1.30 0.90 0.30 280 0 55.8 166.4 90 0.0134 × － - - - - - × 

D026 空調室外機 1.30 0.90 0.30 280 0 55.8 166.4 90 0.0134 × － - - - - - × 

D030 倉庫 2.50 3.05 2.70 310 0 71.7 229.8 400 0.0373 × － - - - - - × 

D034 空調室外機 1.10 0.90 0.37 275 0 56.7 162.5 75 0.0152 × － - - - - - × 

D035 空調室外機 1.10 0.90 0.37 275 0 56.7 162.5 75 0.0152 × － - - - - - × 

D036 空調室外機 0.60 0.85 0.33 275 0 44.9 95.2 45 0.0145 × － - - - - - × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（27/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

D037 空調室外機 0.60 0.85 0.33 275 0 48.8 132.5 40  0.0163  × － -  - - - - × 

D038 空調室外機 東芝 RAS-2517AD 0.60 0.70 0.20 275 0 49.3 134.1 27  0.0166  × － -  - - - - × 

D039 空調室外機 DAIKIN ２連装冷却塔 1.40 1.30 0.70 275 0 50.3 142.5 250  0.0098  × － -  - - - - × 

D041 空調室外機 東芝 ROA-AP634HJZ 0.60 0.80 0.30 275 0 48.0 118.4 37  0.0161  × － -  - - - - × 

D042 空調室外機 1.00 0.50 0.50 275 0 55.8 155.8 55  0.0150  × － -  - - - - × 

D043 発電機 0.50 0.40 0.60 275 0 22.5 17.6 70  0.0070  × － -  - - - - × 

D044 空調室外機 東芝 ROA-AP634HJZ 0.60 0.80 0.30 275 0 48.0 118.4 37  0.0161  × － -  - - - - × 

D045 空調室外機 0.60 0.85 0.33 275 0 48.8 132.5 40  0.0163  × － -  - - - - × 

D046 空調室外機 日立 RAS-NP56HVRJ 0.60 0.80 0.30 275 0 40.7 90.3 47  0.0126  × － -  - - - - × 

D047 空調室外機 日立 RAS-AP160SH 0.80 0.95 0.40 275 0 46.1 111.8 79  0.0122  × － -  - - - - × 

D049 空調室外機 DAIKIN RZYP 160 CBE 1.00 0.90 0.40 275 0 57.9 159.1 66  0.0166  × － -  - - - - × 

D050 空調室外機 東芝 ROA-AP1403HSZ 1.30 0.90 0.40 275 0 57.9 169.8 88  0.0154  × － -  - - - - × 

D051 空調室外機 東芝 ROA-AP1124H 0.80 0.90 0.30 275 0 49.9 117.7 60  0.0135  × － -  - - - - × 

D052 空調室外機 東芝 ROA-AP1124H 0.80 0.90 0.30 275 0 49.9 117.7 60  0.0135  × － -  - - - - × 

D053 空調室外機 東芝 ROA-AP634HZ 0.50 0.80 0.30 275 0 41.6 81.4 37  0.0141  × － -  - - - - × 

D054 空調室外機 日立 RAS-GP140RSH1 1.10 0.95 0.40 275 0 55.9 158.7 85  0.0145  × － -  - - - - × 

D057 空調室外機 1.17 0.90 0.36 230 0 54.8 158.1 90  0.0132  × － -  - - - - × 

D069 空調室外機 0.80 0.90 0.35 270 0 58.5 161.3 45  0.0193  × － -  - - - - × 

D070 空調室外機 0.60 0.85 0.33 270 0 48.8 132.5 40  0.0163  × － -  - - - - × 

D071 空調室外機 0.60 0.85 0.33 270 0 48.8 132.5 40  0.0163  × － -  - - - - × 

D072 空調室外機 0.60 0.85 0.33 270 0 48.8 132.5 40  0.0163  × － -  - - - - × 

D074 空調室外機 東芝 ROA-AP1604HSZ 1.30 0.90 0.40 295 0 57.2 169.4 92  0.0147  × － -  - - - - × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（28/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

D075 空調室外機 日立 RAS-AP224SH 1.35 0.95 0.40 295 0 52.4 151.4 133  0.0109  × － -  - - - - × 

D076 空調室外機 日立 RAS-AP80HVM 0.80 0.95 0.40 295 0 51.7 124.1 67  0.0144  × － -  - - - - × 

E017 マンホール 0.1 0.5 0.5 300 0 0.0 0.0 40 0.0051  × － -  - - - - × 

E019 ドラム缶積載用パレット 1.3 1.3 0.2 300 0 0.0 0.0 90 0.0162  × － -  - - - - × 

E020 空調機室外機 0.8 0.3 0.7 300 0 0.0 0.0 60 0.0111  × － -  - - - - × 

F001 チェッカープレート 0.005 0.9 1.22 220 30 55.6 247.3 41 0.0178  〇 63  × 219.9 × 16.4 〇 〇 

F002 マンホール蓋 0.06 0.65 0.65 220 30 43.8 154.0 50 0.0062  × － -  - - - - × 

F003 マンホール蓋 0.06 0.82 0.82 220 30 41.5 131.8 100 0.0048  × － -  - - - - × 

F004 マンホール蓋（角） 0.07 0.65 1.1 220 30 36.8 94.2 160 0.0033  × － -  - - - - × 

F005 鉄パイプ 1.5 0.05 0.05 220 30 43.1 146.6 6.3 0.0057  × － -  - - - - × 

F007 標識(ｺﾝｸﾘｰﾄ部で評価) 0.04 0.2 0.2 220 30 13.7 20.1 34 0.0010  × － -  - - - - × 

F008 標識(ｺﾝｸﾘｰﾄ部で評価) 0.3 0.3 1.55 220 30 54.4 239.2 34 0.0155  〇 50  × 137.4 × 3.2 × × 

F009 チェッカープレート(肉厚 5mm) 0.06 0.95 1.7 220 30 54.5 240.1 72 0.0157  〇 107  × 213.4 × 6.6 × × 

F010 チェッカープレート(肉厚 5mm) 0.06 0.83 1.55 220 30 54.3 238.8 59 0.0153  〇 87  × 198.1 × 6.1 × × 

F011 グレーチング(鋳鉄) 0.035 0.6 0.6 220 30 33.6 75.9 59 0.0027  × － -  - - - - × 

F012 庭石 1.8 1 0.35 220 30 15.7 23.2 1670 0.0011  × － -  - - - - × 

F013 グレーチング 0.06 0.55 0.55 220 30 31.2 64.9 37 0.0023  × － -  - - - - × 

F014 チェッカープレート 0.005 1.23 1.8 220 30 56.1 247.6 82 0.0179  〇 129  × 281.2 〇 22.5 〇 〇 

F015 標識 0.04 0.3 1.8 220 30 62.4 259.8 11 0.0354  〇 21  × 126.3 × 4.9 × × 

F016 自転車 0.5 1.5 1 220 30 71.2 ※1 20 0.0743  × － -  - - - - × 

F017 ホース格納箱(土台を含む) 0.85 0.28 1.2 220 30 41.6 131.9 216 0.0049  × － -  - - - - × 

F018 蓋(肉厚 2mm) 0.1 1.1 2.3 220 30 62.2 259.8 52 0.0347  〇 100  × 182.9 × 4.5 × × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（29/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

F019 空調機室外機 0.58 0.22 0.6 220 30 48.7 201.3 40 0.0100  × － -  - - - - × 

F020 チェッカープレート 0.005 0.8 1.45 220 30 56.1 247.6 43 0.0179  〇 68  × 223.5 × 18.4 〇 〇 

F021 空調機室外機 1.1 0.43 1.65 220 30 57.2 249.3 104 0.0190  〇 170  × 182.5 × 3.1 × × 

F022 ボンベ 1.45 0.23 0.23 220 30 45.5 171.6 63 0.0075  × － -  - - - - × 

F023 スレート 0.03 2 0.7 220 30 64.9 259.2 22 0.0435  〇 46  × 165.6 × 6.2 × × 

F024 エキスパンドメタル 0.01 0.92 1.86 220 30 38.3 104.8 54 0.0036  × － -  - - - - × 

F025 グレーチング 0.04 0.3 1 220 30 46.0 177.7 12 0.0079  × － -  - - - - × 

F027 鋼板（敷鉄板） 0.01 0.62 1.5 220 30 47.0 184.9 73 0.0085  × － -  - - - - × 

F028 チェッカープレート 0.005 0.92 0.8 220 30 56.6 248.1 27 0.0181  〇 43  × 191.5 × 13.6 〇 〇 

F029 消火器置場 0.56 0.53 1.2 220 30 55.2 243.9 63 0.0168  〇 96  × 150.8 × 2.7 × × 

F030 チェッカープレート 0.04 0.9 2.2 220 30 56.9 249.1 73 0.0186  〇 118  × 239.1 × 8.8 × × 

F031 台車（エキスパンドメタルのみ評価） 0.01 0.95 1.5 220 30 38.3 105.1 45 0.0036  × － -  - - - - × 

F032 チェッカープレート 0.1 0.5 1.22 220 30 57.3 251.9 23 0.0205  〇 38  × 132.2 × 3.5 × × 

F035 チェッカープレート 0.005 0.91 1.1 220 30 56.3 247.8 37 0.0180  〇 59  × 213.6 × 15.6 〇 〇 

F038 グレーチング(板)(肉厚 2 mm) 0.03 0.23 1 220 30 54.2 237.5 4 0.0150  〇 6  × 76.2 × 2.7 × × 

F039 梯子(SUS製) 2 0.35 0.03 220 30 65.6 258.3 11 0.0462  〇 24  × 134.3 × 5.6 × × 

F040 グレーチング(鋳鉄) 0.03 0.5 0.5 220 30 44.6 162.8 26 0.0068  × － -  - - - - × 

F041 マンホール蓋 0.04 0.6 0.6 220 30 40.5 123.8 58 0.0044  × － -  - - - - × 

F042 鋼製階段 0.97 1.02 0.74 220 30 60.1 258.0 58 0.0280  〇 105  × 131.7 × 1.8 × × 

F043 グレーチング(鋳鉄) 0.023 0.63 0.63 220 30 43.3 149.4 33 0.0059  × － -  - - - - × 

F044 鋼製階段 1.02 1.3 0.9 220 30 62.7 259.1 62 0.0363  〇 122  × 134.9 × 1.8 × × 

F048 ボンベキャリー 0.6 0.6 1.17 220 30 68.4 263.8 20 0.0582  〇 47  × 99.8 × 1.5 × × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（30/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

F049 グレーチング 0.06 0.4 1 220 30 32.8 71.9 34 0.0025  × － -  - - - - × 

F050 鋼製ステップ 0.8 1.4 1.05 220 30 49.4 208.4 109 0.0108  × － -  - - - - × 

F051 コンクリートブロック 0.05 0.6 0.4 220 30 44.0 156.5 28 0.0064  × － -  - - - - × 

F052 鉄パイプ 3 0.05 0.05 220 30 42.6 142.1 13 0.0054  × － -  - - - - × 

F053 ドラム缶 0.9 0.6 0.6 220 30 64.9 259.1 24 0.0396  〇 51  × 104.1 × 1.6 × × 

F054 空調機室外機土台を含む４台あり 0.88 0.34 0.83 220 30 47.3 186.9 99 0.0087  × － -  - - - - × 

F055 空調機室外機土台を含む 0.92 0.34 1.23 220 30 47.9 193.9 131 0.0094  × － -  - - - - × 

F056 マンホール蓋(コンクリート製) 0.06 0.55 0.55 220 30 44.7 163.3 33 0.0068  × － -  - - - - × 

F057 チェッカープレート 0.005 0.82 1 220 30 56.7 248.2 30 0.0182  〇 48  × 199.1 × 14.4 〇 〇 

F058 パレット 0.15 1.3 1.3 220 30 54.2 237.8 84 0.0151  〇 123  × 184.7 × 3.9 × × 

F059 コンクリートブロック 0.7 0.3 0.1 220 30 40.1 119.7 48 0.0043  × － -  - - - - × 

F060 標識(ｺﾝｸﾘｰﾄ部で評価) 0.32 0.32 1.6 220 30 54.4 239.2 48 0.0155  〇 71  × 158.7 × 3.7 × × 

F061 空調機室外機 1.2 0.75 1.52 220 30 48.7 200.4 255 0.0100  × － -  - - - - × 

F062 保管容器蓋(SUS製)(肉厚 2mm) 0.18 0.84 1.67 220 30 62.5 259.6 31 0.0356  〇 61  × 134.8 × 2.8 × × 

F063 鋼製ステップ 1 0.3 0.36 220 30 53.5 234.7 35 0.0145  〇 50  × 132.7 × 2.9 × × 

F064 コンクリートブロック 0.1 0.2 1.16 220 30 39.1 111.2 53 0.0039  × － -  - - - - × 

F065 鋼板 0.004 1 2 220 30 57.3 252.6 63 0.0209  〇 104  × 252.7 × 24.4 〇 〇 

F067 チェッカープレート(肉厚 5mm) 0.07 0.3 1.84 220 30 57.3 252.2 20 0.0207  〇 34  × 144.1 × 5.0 × × 

F068 コンクリートブロック(蓋) 0.06 0.67 0.67 250 30 42.4 139.9 62 0.0053  × － -  - - - - × 

F069 チェッカープレート(肉厚 5mm) 0.24 0.8 2.44 250 30 50.7 220.4 80 0.0120  × － -  - - - - × 

F070 チェッカープレート(肉厚 5mm) 0.3 0.5 1.8 250 30 52.3 229.7 65 0.0134  × － -  - - - - × 

F071 チェッカープレート(肉厚 5mm) 0.1 1.22 1.72 250 30 54.0 236.9 101 0.0149  × － -  - - - - × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（31/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

F072 鋼製ステップ 1.15 1 0.45 250 30 50.8 220.6 76 0.0121  × － -  - - - - × 

F073 チェッカープレート(肉厚 5mm) 0.2 1.1 1.2 250 30 56.8 248.3 58 0.0183  × － -  - - - - × 

F074 チェッカープレート(肉厚 5mm) 0.04 0.92 1.73 250 30 55.0 242.4 67 0.0163  × － -  - - - - × 

F075 鋼製蓋(肉厚 3mm) 0.12 0.66 2.35 250 30 57.4 251.1 59 0.0199  〇 96  × 191.2 × 5.2 × × 

F076 グレーチング(鋳鉄) 0.03 0.3 0.6 250 30 36.4 92.0 20 0.0032  × － -  - - - - × 

F077 グレーチング 0.05 0.5 0.6 250 30 32.9 72.3 32 0.0025  × － -  - - - - × 

F078 コンクリートブロック 0.06 0.4 0.6 250 30 42.7 143.2 33 0.0055  × － -  - - - - × 

F083 マンホール蓋(角) 0.07 0.63 0.7 250 30 36.6 93.3 102 0.0032  × － -  - - - - × 

F084 グレーチング 0.06 0.54 1 250 30 40.9 126.6 44 0.0046  × － -  - - - - × 

F085 鋼製の柵 0.05 0.1 2 250 30 49.0 204.9 17 0.0103  × － -  - - - - × 

F087 チェッカープレート 0.07 2.42 2.1 250 30 56.9 249.0 188 0.0185  × － -  - - - - × 

F088 コンクリートブロック 1.05 0.45 0.1 250 30 38.7 107.8 109 0.0038  × － -  - - - - × 

F089 敷鉄板 0.008 0.6 0.92 250 30 49.3 208.3 35 0.0106  × － -  - - - - × 

F091 鋼製蓋 0.27 3.5 4.5 250 30 42.6 142.0 2070 0.0054  × － -  - - - - × 

F092 空調室外機 1.3 0.7 1.45 250 30 57.3 249.6 130 0.0193  × － -  - - - - × 

F093 グレーチング(細) 0.015 0.74 1.64 250 30 54.3 238.8 27 0.0154  × － -  - - - - × 

F094 鋼製ステップ 1.5 0.4 0.47 250 30 57.3 251.2 48 0.0206  〇 79  × 148.2 × 2.9 × × 

F095 グレーチング 0.08 0.9 0.9 250 30 26.3 47.5 118 0.0018  × － -  - - - - × 

F097 コンクリートブロック 0.6 0.56 0.07 250 30 42.0 136.0 54 0.0051  × － -  - - - - × 

F098 鋼製蓋(肉厚 3mm) 0.055 0.64 0.84 250 30 59.0 253.9 18 0.0216  〇 31  × 127.5 × 3.7 × × 

F100 石製品(0.14×0.14×0.4 の穴有り) 0.47 0.4 0.42 250 30 27.4 50.5 188 0.0019  × － -  - - - - × 

F102 マンホール蓋 0.05 0.55 0.55 250 30 43.2 148.4 38 0.0058  × － -  - - - - × 
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表 3.2-1 飛来物候補の二次スクリーニング結果（32/19） 
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No. 名称 

寸法（m） 

離隔 

距離 

（m） 

初期 

高さ 

（m） 

最大 

水平 

速度 

（m/s） 

最大 

飛散 

距離 

（m） 

質量 

（kg） 

<単品> 

空力 

パラメータ 

CDA/ｍ 

(ｍ2/kg) 

飛散距離 

の評価 

（飛散距離 

≧離隔距離） 

【条件①】 

運動エネルギー 

【条件②】 

コンクリート貫通限界厚さ 

【条件③】 

鉄板貫通限界厚さ 飛来物発生防止対

策の検討 

【①、②、③のい

ずれかが“〇”】 

高さ 

【板：厚

さ】 

【円：長

さ】 

幅 

【円：直径】 

奥行 

【円：直径】 飛来物候補の 

運動 

エネルギー 

鋼製材 

（176 kJ） 

を超える 

飛来物候補

の貫通厚さ 

鋼製材 

（269 ㎜） 

を超える 

飛来物候

補の貫通

厚さ 

鋼製材 

（8.9mm） 

を超える 

F103 マンホール蓋(コンクリート製) 0.05 0.65 0.65 250 30 46.1 178.4 38 0.0080 × － - - - - - × 

F104 空調室外機 0.93 0.37 0.77 250 30 45.5 171.2 119 0.0075 × － - - - - - × 

F106 空調室外機 0.8 0.3 0.51 250 30 57.3 250.2 27 0.0196 〇 44 × 116.6 × 2.2 × × 

F107 空調室外機 0.7 0.21 0.51 250 30 57.3 252.8 19 0.0212 〇 31 × 104.8 × 2.1 × × 

F108 空調室外機（3 台有） 0.94 0.34 0.82 250 30 56.7 248.3 49 0.0184 × － - - - - - × 

F109 空調室外機 0.78 0.23 0.53 250 30 53.3 234.0 33 0.0143 × － - - - - - × 

F110 グレーチング(鋳鉄) 0.022 0.25 0.5 250 30 39.5 115.0 13 0.0040 × － - - - - - × 

F111 グレーチング 0.06 0.4 1 250 30 37.0 95.6 34 0.0033 × － - - - - - × 

F112 柵 1.55 0.65 1 250 30 50.6 218.5 36 0.0119 × － - - - - - × 

F114 灯浮標（ブイ） 4.42 1.3 1.3 250 30 57.9 243.6 500 0.0174 × － - - - - - × 

F115 フォークリフト（TCM  FD70） 4.88 2.01 2.5 250 30 26.4 45.7 9540 0.0019 × － - - - - - × 

F133 灯油設備点検治具 2.7 0.6 0.12 130 30 69.9 265.6 20 0.0665 〇 49 × 137.6 × 3.5 × × 

F135 Ｘ型アングル 1.6 0.6 0.6 80 30 63.1 258.7 40 0.0376 〇 80 × 130.8 × 2.1 × × 

F139 マンホール 0.04 0.65 0.65 130 30 32.6 70.9 120 0.0025 × － - - - - - × 

F140 コンクリート製敷板 0.1 0.5 1.05 130 30 37.4 98.3 120 0.0034 × － - - - - - × 

F141 消火器収納箱 0.7 0.22 1.02 130 30 41.4 130.9 150 0.0048 〇 129 × 202.1 × 4.5 × × 

F151 100 0 34.5 57.8 1800 0.0043 × － - - - - - × 

F157 コンクリートブロック 0.7 0.7 0.7 80 30 13.8 20.2 1000 0.0010 × － - - - - - × 

F158 自転車 1.9 0.6 1.1 80 30 80.2 319.3 15 0.1712 〇 48 × 88.8 × 1.1 × × 

U023 脚立 2.95 0.82 0.17 30 40 71.6 284.9 16 0.0766 〇 42 × 112.7 × 2.2 × × 

U036 脚立 2.95 0.82 0.17 20 40 71.6 284.9 16 0.0766 〇 42 × 112.7 × 2.2 × × 

※1 評価計算上，設定時間（110 秒）では運動が終了しないため，数値なし。（運動エネルギー等の評価にて飛来物発生防止対策の要否判断可能）
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3.3-1飛来物候補に対する飛来物発生防止対策の検討 

6-1-4-1-3-34 

No. 物品 場所 

発生防止

対策 

の可否 

発生防止対策 

の方針 

C033 ｶﾞｰﾀ吊具(G51M100-1) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C034 走行車輪取替治具(G51M100-4) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C036 横行給電装置ﾕﾆｯﾄ吊具(G51M100-5) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C040 ﾄﾛﾘ支持台(G51M100-10) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C041 ﾄﾛﾘ支持台吊具(G51M100-9) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C042 走行給電装置取替治具 B(G51M100-13B) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C044 走行給電ｺﾈｸﾀﾕﾆｯﾄ吊具(G51M100-16) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C045 ｶﾞｰﾀ上仮置治具(G51M100-19) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C046 ｷｬﾘｯｼﾞ吊具(G51M120-4) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C047 ｷｬﾘｯｼﾞ置台(G51M120-5) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C049 機上ｹｰﾌﾞﾙﾕﾆｯﾄ吊具(G51M120-10) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C050 ﾗｯｸ中継箱吊具(G51M120-1) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C052 ｹｰﾌﾞﾙﾘｰﾙ置台(G51M120-3) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C054 肩ＩＴＶｶﾒﾗ用架台 TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C057 溶融炉架台吊具（新型）（G21ME10-5) TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C059 ｶﾚｯﾄﾎﾟｯﾊﾟｰ（旧型）（G21ME10-15） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C061 溶接機置台（G22M30-101） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C066 ｴﾝｸﾛｰｼﾞｬ側面ﾊｯﾁ吊具（G76M101-2） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C067 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ｷｬﾘｯｼﾞ置台（G51M162-7） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C068 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ﾌﾞﾘｯｼﾞ置台（G51M162-9） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C069 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ﾌﾞﾘｯｼﾞ吊具（G51M162-8） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C070 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ｷｬﾘｯｼﾞ吊具（G51M162-6） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C071 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ｷｬﾘｯｼﾞｹｰﾌﾞﾙﾍﾞｱ吊具（G51M162-4） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C072 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用補助ﾎｲｽﾄ吊具（G51M162-5） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C073 ﾊﾟﾜｰﾏﾆﾌﾟﾚｰﾀ用ｹｰﾌﾞﾙ搬入用ﾊﾟﾚｯﾄ（G51M162-14） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C075 ﾗｯｸ吊具（G71RK20-1） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C077 長尺冶具置台（A-31） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C078 ｶﾊﾞｰｶﾞﾗｽ置台（ﾘﾃｨﾅｰ運搬ﾎﾞｯｸｽ)（G51M170-1） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C080 ﾄﾛﾘ吊具（G51M155-1） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C085 廃気配管搬入架台 TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C086 ﾒﾙﾀ付帯計装品運搬容器 TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C091 結合装置搬送架台吊具（G21M11-2） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C092 走行給電装置取替治具（組立治具） TVF 東側（テントハウス（TVF 東側）内）   

C127 廃砂・廃樹脂用タンク DN 東側（テントハウス（DN 東側）内）   

C137 Ｒ131 セル内照明装置インサート DN 東側（テントハウス（DN 東側）内）   

対策は検討中 
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3.3-1飛来物候補に対する飛来物発生防止対策の検討 

6-1-4-1-3-35 

No. 物品 場所 

発生防止

対策 

の可否 

発生防止対策 

の方針 

C141 5ｔクレーンケーブルベア DN 東側（テントハウス（DN 東側）内）   

C142 溶解槽ガスケット試験装置 DN 東側（テントハウス（DN 東側）内）   

C143 運搬台車 DN 東側（テントハウス（DN 東側）内）   

C147 カスク自走台車 DN 東側（テントハウス（DN 東側）内）   

C149 DN 室外機 DN 南側   

C150 共同溝換気フード DS 北側   

C217 可搬型発電機（TLG-7.5LSK） PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C225 トラクタ用ウエイト架台 PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C232 発電機（YDG250VS) PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C235 発電機（15LSX) PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C236 発電機（7.5LS) PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C237 発電機（25LS) PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C238 電源ケーブル PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C243 電源ケーブルドラム（中） PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C246 不整地運搬車 PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C248 給油タンクユニット PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C249 可搬型ボイラユニット PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C251 トヨエース（ユニック車） PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C252 ホイールローダ PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C253 バックフォー PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

C254 資材棚 PCDF 駐車場（緊急時対応用資機材倉庫 内）   

F001 チェッカープレート Pu-3 管理棟西側   

F014 チェッカープレート 付属機械室南側   

F020 チェッカープレート Pu-2 西側   

F028 チェッカープレート 燃料製造機器試験室北側   

F035 チェッカープレート 付属機械室 北側   

F057 チェッカープレート Pu-1 西側   

F065 鋼板 工作室 西側   

TVF：ガラス固化技術開発施設，DN：ウラン脱硝施設，DS：除染場，CB：分析所，PCDF：プルトニウム転換技術開発施設 

 

※1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の周辺地盤改良工事，またはプルトニウム転換技術開発施設駐車場の地盤補強工事に伴い移設する必要がある。これ

らについては，対象物品を移設または固縛対策を施す。 
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別紙 6-1-4-1-3-1 

 

損傷するが飛散しない物品及び設計飛来物候補（鋼製材）に 

包絡されると考えられる物品について 

 

設計飛来物の抽出フローにおいて，「損傷するが飛散しない物品」は飛散しないことから，「分解

され小型軽量となる物品」は設計飛来物のうち鋼製材に包絡されることから，またいずれも設計飛

来物として選定しないとしている。 

これは，過去の主な竜巻の被害概要の調査結果等より，このような物品の状況について確認した

結果をもって判断した。 

以下に，平成 2年以降の主な竜巻による被害概要の調査結果等に基づく検討結果を示す。 

 

1. 損傷するが飛散しない物品 

1.1 シャッター 

図 1.1-1～1.1-5 にシャッターの被害状況を示す。これらより，シャッターについて

は，Ｆ１～Ｆ３及びＥＦ５の竜巻において形状は変形しているが，固定部は外れていない

ことが確認できる。 

なお，外れて飛来物となったとしても，衝突の際に与える衝撃荷重及び貫通力について

は，上記の屋外屋根と同様，設計飛来物である鋼製材の評価で包絡されると考えられる。 

 

1.2 樹木 

図 1.2-1～1.2-7 に樹木の被害状況を示す。これらより，樹木については，Ｆ１～Ｆ３

及びＥＦ５の竜巻において幹の折損，根の引き抜き等が見られるが，折れた場合もしくは

引き抜かれた場合のいずれにおいても，その場で倒壊しているのみであることが確認でき

る。 

これは，竜巻の風荷重により樹木が損壊を受けた後では，竜巻が既に通り過ぎているた

めと考えられ，樹木が折損もしくは引き抜かれた後，さらに竜巻により巻き上げられ，飛

来物となることは考え難い。 

 

1.3 フェンス 

図 1.3-1～1.3-3にフェンスの被害状況を示す。これらより，フェンス類については，

Ｆ１～Ｆ３の竜巻において傾き，倒壊等が見られるが，樹木と同様にその場で倒壊してい

るのみであり，倒壊した後では，竜巻は既に通り過ぎていると考えられることから，竜巻

により巻き上げられ，飛来物となることは考え難い。 

 

2.分解され小型軽量となる物品 

2.1 屋外屋根 
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図 2.1-1～2.1-5に屋外屋根の被害状況を示す。これらより，の屋外屋根については，

Ｆ０～Ｆ３の竜巻において，形を保ったままではなく，分解された状態で飛来しているこ

とが分かる。また，厚みが薄いことから形状が変形しており柔飛来物と見なせると考えら

れることから，衝突の際に与える衝撃荷重及び貫通力については，設計飛来物である鋼製

材の評価に包絡されると考えられる。 

 

2.2 ガラス窓 

図 2.2-1～2.2-5にガラス窓の被害状況を示す。これらより，ガラス窓については，Ｆ

０～Ｆ３及びＥＦ５の竜巻において損壊し，分解されていることが確認できる。分解され

た状態では小型軽量となっており，その影響は設計飛来物である鋼製材もしくは砂利に包

絡されると考えられる。 

 

シャッターの外れ 

図 1.1-1 平成 20 年 5 月 25 日米国アイオワ州で発生したＥＦ５竜巻によるシャッター被害状況

(1) 

 

シャッターの変形 

図 1.1-2 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻によるシャッターの被害状況

(2) 
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シャッターの外れ 

図 1.1-3 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市で発生したＦ１（Ｆ２）竜巻によるシャッターの被害

状況(3) 

 

シャッターの変形 

図 1.1-4 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻によるシャッターの被害状況

(4) 

 

シャッターの外れ 

図 1.1-5 平成 25 年 9 月 2 日埼玉県発生した F2 竜巻によるシャッターの被害状況8) 

 

 

 

<154>



別紙 6-1-4-1-3-1-4 

 

 

 

 

図 1.2-1 平成 14 年 7 月 26 日群馬県境町で発生したＦ２竜巻による樹木被害状況(6) 

 

 

樹木の転倒                樹木の転倒 

 

図 1.2－2 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻による樹木被害状況(7) 

 

 

 

樹木の折損 

図 1.2-3 平成 20 年 5 月 25 日米国アイオワ州で発生したＥＦ５竜巻による樹木被害状況(1) 

 

倒木（南から見る） 

倒れなかった樹木も点在している。 

倒木（北西から見る） 
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倒木 

図 1.2-4 平成 21 年 7 月 19 日岡山県美作市で発生したＦ２竜巻による樹木被害状況(8) 

 

 

倒木 

図 1.2-5 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻による樹木被害状況(2) 
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  樹木の折損            樹木の折損と鳥居の被害

 

   樹木の倒木            倒木と社の被害 

図 1.2-6 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻による樹木被害状況(4) 

 

 

      樹木の被害         樹木の倒壊による小屋組の被害 

 

 

樹木の被害                       樹木の被害 
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樹木の被害                        樹木の被害 

図 1.2-7 平成 25 年 9 月 2 日埼玉県で発生したＦ２竜巻による樹木被害状況(5) 

 

フェンスの著しい変形                          フェンスの変形 

図 1.3-1 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市で発生したＦ１（Ｆ２）竜巻によるフェンスの被害

状況(3) 

 

フェンスの変形                 道路標識の倒壊 

図 1.3-2 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻によるフェンス類の被害状況

(4)  
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フェンスの倒壊             屋上フェンスの変形 

 
フェンスの変形 フェンス支柱部の破損 

 

フェンスの変形（工事中の建築物） フェンスの倒壊 

  
電柱の倒壊 看板の変形 

 

図 1.3-3 平成 25 年 9 月 2 日埼玉県で発生したＦ２竜巻によるフェンス類の被害状況(5)  
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図 2.1-1 平成 16 年 6 月 27 日佐賀県で発生したＦ２竜巻による屋外屋根の被害状況(9) 

 

 

 

 

 

屋外トイレ屋根の損傷 

カーポート屋根の飛散及び骨組の損傷 カーポート屋根の損傷 

図 2.1-2 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻による屋外屋根の被害状況(7) 
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折板の損傷 カーポートの被害 

図 2.1-3 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻による屋外屋根の被

害状況(2) 

 

周囲の田に散乱した屋根ふき材 

図 2.1-4 平成 24 年 2 月 1 日島根県出雲市で発生したＦ０竜巻による屋外屋根の被

害状況(４) 
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電線等に引っ掛かった飛来物（鋼板製屋根材） 

 

飛来物（鋼板製屋根材）の衝突 飛散した飛来物（鋼板製屋根材） 

 

飛散した折板屋根の損傷状況 

 

 

ガソリンスタンドの折板屋根の脱落 駐車場の折板屋根の著しい変形 

 

 

図 2.1-5 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻による屋外屋根の被

害状況(4) 
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エントランスの窓ガラスの損壊 破損した窓ガラス片の屋内壁面への突き刺さ

り 

 

図 2.2-1 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻によるガラス窓の被

害状況(7) 

 

バスの窓ガラス損壊 

 

図 2.2-2 平成 20 年 5 月 25 日米国アイオワ州で発生したＥＦ５竜巻によるガラス窓の被

害状況(1) 

 

 

 

 

 

 

 

窓ガラスの損壊 窓ガラスの飛来物衝突痕 

 

図 2.2-3 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市でのＦ１（Ｆ２）竜巻によるガラス窓の被

害状況(3)  
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倉庫の窓ガラスと屋根の被害状況 窓ガラスの損壊 

出窓部の窓ガラスの損壊 エントランスのガラス損壊 

図 2.2-4 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻によるガラス窓の被害状況(2) 

 

 

体育館窓ガラスの損壊 

教室                 廊下    屋外に面した窓ガラス 

図 2.2-5 平成 24 年 2 月 1 日島根県出雲市で発生したＦ０竜巻によるガラス窓の被害状況(10) 
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店舗の窓ガラスの被害状況 店舗の窓ガラスの被害状況（飛来物衝突痕） 

 

ガラスの被害状況（飛来物衝突痕） ガラスの被害状況（飛来物衝突痕） 

図 2.2-6 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻によるガラス窓の被害状況

(4) 
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計算プログラム（解析コード）TONBOSの概要等について 

1.概要 

核燃料サイクル工学研究所 再処理施設の設計飛来物の設定に用いた解析コードで

あるTONBOSについて，検証等を行った結果を以下に示す。 

 

2.コードの概要及び検証等 

コード名 TONBOS 

開発機関 一般財団法人 電力中央研究所 

開発時期 2013 年 

使用バージョン Version.3 

使用目的 竜巻により発生する飛来物の飛散距離等の評価 

コードの概要 

TONBOS（以下，「本解析コード」という。）は，一般財団法

人電力中央研究所にて開発・保守されているプログラムであ

る。空気中の物体が受ける抗力，揚力による運動を計算するこ

とで，竜巻による風速場の中での飛来物の飛散軌跡を評価する

ことができる解析コードであり，物体の飛散距離等の算出が可

能である。仮定する風速場は，地上付近で，竜巻の中心に向か

う流れを考慮した3次元の風速場を持つフジタモデルDBT-77

（DBT:Design BasisTornado）とする。 

検証及び 

妥当性確認 

【検証】 

本解析コードの検証の内容は次のとおりである。 

・自動車の飛散解析において，フジタスケールの各スケール

に対応する被災状況とおおむね合致した結果を得ている。 

・パイプの飛散解析において，Grand Gulf 原子力発電所への

竜巻襲来事例とおおむね合致した結果を得ている。 

・自動車及びトラックの飛散解析において，佐呂間竜巻での

車両飛散事例とおおむね一致した結果を得ている。 

【妥当性確認】 

TONBOSを竜巻により発生する飛来物の飛散距離等の評価に使

用することは次のとおり妥当である。 

・本解析コードは，竜巻により発生する飛来物の飛散距離等

の評価を目的に開発されたコードであり，使用目的が合致

している。 

・評価は妥当性を確認している範囲内で行うようにしている。 
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3.検証方法 

3.1 フジタスケールとの比較 

フジタスケールは，竜巻等の突風により発生した建築物や車両等の被害状況

から，当時の竜巻風速を推定するために考案された指標である。このフジタス

ケールで示されている自動車の被災状況を表 3.1.1 に示す。 

ここで，TONBOSによって，各スケールに対応する最大風速(69 m/s，92 

m/s，116 m/s)における，フジタモデルによる自動車の飛散解析を行った結果

を表 3.1.2に示す。 

TONBOSによる自動車の飛散解析結果は，各スケールに対応する自動車の被

災状況とおおむね合致していると考えられる。 

 

表 3.1.1 フジタスケールで示されている自動車の被災状況 

フジタスケール 風速[m/s] 自動車の被災状況 

F2 50～69 自動車が道路からそれる。 

F3 70～92 自動車が地面から浮上する。 

F4 93～116 
自動車がある距離を飛ばされる，又はか

なりの距離を転がる。 

 

表 3.1.2 TONBOSによる自動車の飛散解析結果（CDA/m=0.0052 m2/kg）(1) 

フジタ 

スケール 

最大 

水平 

風速 

[m/s] 

竜巻 

接線 

風速 

[m/s] 

竜巻 

移動 

速度 

[m/s] 

計算結果 

飛散 

速度 

[m/s] 

飛散 

距離 

[m] 

飛散 

高さ 

[m] 

F2 69 59 10 1.0 1.4 0 

F3 92 79 13 23 34 1.1 

F4 116 99 17 42 59 3.1 

 

3.2 米国 Grand Gulf 原子力発電所への竜巻来襲事例の再現確認 

1978年 4月 17日に，米国のミシシッピー州にて建設中の Grand Gulf 原子

力発電所に F3の竜巻が来襲した。主な被害として，建設中の冷却塔内部に設

置されていたコンクリート流し込み用のクレーンが倒壊し，冷却塔の一部が破

損したことが挙げられる。また，竜巻によりトレーラーが台から剥がれ移動し

たことや，直径 8～10インチの木が折れた事例等も確認されており，図 3.2.1

は，竜巻による物体の飛散状況が定量的に分かる事例として，資材置場のパイ
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プの飛散状況を示したものである。なお，通過時の竜巻規模は F2 であったと

考えられている。このパイプはコンクリート・石綿製で，長さは 8フィート，

直径（内径）は 8インチであった。 

このパイプの飛散状況に対して，TONBOS を用いた再現解析を行った。その

計算条件は過去の記録に基づき表 3.2.1のとおりとする。 

 

 

図3.2.1 Grand Gulf原子力発電所の資材置場におけるパイプの散乱状況(2) 

被害状況 
・パイプを収納した木箱（一部は二段重ね）は浮上せずに

転倒し，パイプが周辺7 m～9 mに散乱 

 

表3.2.1 Grand Gulf原子力発電所の竜巻によるパイプ飛散の再現解析の条件(1) 

竜巻 

条件 

竜巻の最大風速 67 m/s 

最大接線風速 53.6 m/s 

移動速度 13.4 m/s 

コア半径 45.7 m/s 

飛来物 

条件 

直径（外径） 9 inch（0.2286 m） 

高さ 0.229 m 

密度 1700 kg/m3 

飛行定数CDA/m 0.0080 m2/kg 

初期 

配置 

・物体個数51×51 個，竜巻半径の4 倍を一辺とする正方形内（x, 

y=[-2Rm,+2Rm ]）に等間隔配置 

・設置高さ1 m（パイプが収納されていた木箱が2 段重ねで配置さ

れていた状況を想定。） 
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計算結果を表3.2.2に示す。TONBOSによるパイプの飛散解析の結果は,パイプ

がほとんど飛散せず， 木箱が倒れた影響で散乱したと思われる状況とおおむ

ね合致している。 

表3.2.2 Grand Gulf原子力発電所のパイプの再現解析結果(1) 

風速場 

モデル 
初期物体高さ 

計算結果（フジタモデル） 

飛散距離 飛散高さ＊１ 最大水平速度 

フジタ 

モデル 
1 m 1.2 m 0.0 m 4.9 m/s 

＊1 初期物体高さからの飛散高さ。 

 

3.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例の再現確認 

2006年11月7日に北海道網走支庁佐呂間町に発生した竜巻（以下「佐呂間竜巻」

という。）により，4tトラックが約40 m移動したことが報告されている(3)。被災状

況を図3.3.1に示す。この事例では被災時に4tトラックに乗員2名が乗車しており，

4tトラックの初期位置と移動位置が分かっている（図3.3.1 ②）。また，4tトラッ

クの他に2 台の自動車（図3.3.1 ③と⑥）について，初期位置と被災後の移動位置

が分かっている。このように竜巻被災前後で車両等の位置が明確になっている事例

は極めてまれである。 

 

図3.3.1 佐呂間竜巻による被災状況（工事事務所敷地内の車両被災） 

（文献(3)の写真に竜巻被害の方向を で加筆） 
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 ここでは，TONBOSによるフジタモデルを風速場として用いた車両（4t トラ

ック及び乗用車）の飛散の再現性解析を行い，実際の被害状況と比べて妥当な結

果となるかどうかの確認を行う。 

 

(a）4tトラックの再現性解析 

再現性解析の条件として，入手可能なデータ(3)(4)に基づき，合理的と考え

られる竜巻特 性条件と飛来物（4tトラック）の条件を表3.3.1のように設定

する。初期配置の条件とし  て，配置個数は１個とし，竜巻が遠方から近づ

く状況設定としている。また，風速60 m/s以下では浮上しない設定となって

いる。その上で，竜巻との距離を合理的な範囲で変化させ，佐呂間竜巻の再

現性を確認する。 

車両と竜巻中心との距離を18 m，20 m，22 m とした場合の解析結果を表

3.3.2及び図3.2.2 に示す。車両の軌跡は竜巻中心との相対位置関係に敏感で

あるが，各ケースとも飛散方向が実際の移動方向とおおむね合致しており，

特に車両と竜巻中心との距離を20 m としたケース2では飛散距離もほぼ正確

に再現されている。このように，TONBOSによる4tトラックの飛散解析の結果

で，物体が地上に設置された状況からの飛散挙動が再現できることが確認で

きる。 

 

表3.3.1 佐呂間竜巻の4tトラックの再現解析の計算条件(1) 

竜巻 

条件 

竜巻の最大風速 92 m/s 

最大接線風速 70 m/s 

移動速度 22 m/s 

コア半径 20 m 

飛来 

物条件 

車種不明のた

め，三菱ふそう

PA-FK71Dの仕

様を採用 

車両長さ 8.1 m 

車両幅 2.24 m 

車両高さ 2.5 m 

車両質量 4000 kg 

飛行定数CDA/m 0.0056 m2/kg 

初期 

配置 

・物体個数：1台 

・竜巻は遠方から物体に近づくが，風速60 m/s 以下では浮上しない 

・設置高さ0 m 
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表3.3.2 佐呂間竜巻での4tトラックの再現解析結果(1) 

解析 

ケース 

車両と竜巻中心 

との距離 

計算結果（フジタモデル） 

飛散距離 飛散高さ 最大水平速度 

１ 22 m 45.4 m 2.8 m 25.8 m/s 

２ 20 m 35.5 m 2.3 m 22.2 m/s 

３ 18 m 25.9 m 1.7 m 18.8 m/s 

 

 

 

図3.3.2 TONBOSによるトラック飛散の再現解析結果(1) 

 

(b）乗用車の再現性確認 

乗用車（白）（図3.3.1の⑥）の被災事例を対象として，物体を1点初期配置

した条件で最大水平速度等を計算する。 

乗用車（白）の計算条件について，表3.3.3に示す。 
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表3.3.3 佐呂間竜巻の乗用車（白）の再現解析の計算条件 

竜巻条件 表3.3.1と同様 

飛来物条件 

乗用車（白） 

トヨタ 

カローラを仮定 

車両長さ 4.4 m 

車両幅 1.7 m 

車両高さ 1.5 m 

飛行定数CDA/m 0.0097 m2/kg 

初期配置 

・物体個数：1台 

・竜巻は遠方から物体に近づくが，風速60 m/s 以下では浮上しない 

・設置高さ0 m 

 

乗用車（白）と竜巻中心との距離を18 m，20 m及び22 mとした場合の解析結果

を表3.3.4 及び図3.3.3に示す。飛散距離についてはケース1 でおおむね合致し

ている。 

飛散方向については，飛び出し方向はおおむね合致しているものの，最終的な

着地点には多少のずれが生じている。これは乗用車（白）が建物に近接して駐車

していたため，この建物の倒壊の影響を受けて飛散方向のずれが生じたものと推

定される。 

なお，赤い乗用車（図3.3.1の③）について評価した場合は，竜巻中心との距離

が大きいため飛散しない解析結果となる。ただし，実際には，赤い乗用車は全壊・

飛散したプレハブ建物（軽量鉄骨造２階建て，図3.3.1のA）のすぐ下流側に駐車し

ており，そのがれきの影響を受けて一緒に移動したものと考えられる。 

 

表3.3.4 佐呂間竜巻での乗用車（白）の再現解析結果 

解析 

ケース 

乗用車（白）と 

竜巻中心との距離 

計算結果（フジタモデル） 

飛散距離 飛散高さ 最大水平速度 

１ 22 m 51.9 m 3.6 m 28.9 m/s 

２ 20 m 43.5 m 3.4 m 24.7 m/s 

３ 18 m 34.7 m 2.9 m 21.1 m/s 
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図3.3.3 TONBOSによる乗用車（白）飛散の再現解析結果 
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再処理施設の廃止措置を進めていく上での火山事象対策の基本的考え方 

廃止措置段階にある再処理施設においてはリスクが特定の施設に集中している。高放

射性廃液に伴うリスクが集中する高放射性廃液貯蔵場（HAW）と，長期間ではないもの

の分離精製工場（MP）等の工程洗浄や系統除染に伴う廃液処理を含めて一定期間使用す

るガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟については，安全対策を最優

先で講じる必要がある。 

このため，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固

化技術開発棟については，地震対策や津波対策と同様，廃止措置計画用火山事象に基づ

く降下火砕物による影響に対しても，設備と運用による対策を組み合わせて，重要な安

全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）が損なわれることのないようにする。 

・ 閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能を担う設備※1を降下火砕物から防護するた

めに，それら設備を内包する高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技

術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の建家を降下火砕物の堆積荷重に

耐えうるようにすることで安全機能（閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能）を

損なわない設計とする。

・ 建家の防護設計では，想定する降下火砕物の荷重に加え，常時作用する荷重

及び自然現象（積雪）の荷重を組み合わせる。

・ 気象庁の発表等による火山の噴火及び降灰予報情報に基づき，降下火砕物に

より高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス

固化技術開発棟に影響が及ぶおそれがある場合には，屋上に堆積する降下火

砕物の除去や換気系給気フィルタの交換等の必要な措置を行う。

・ 降下火砕物の影響による高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開

発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟に電力やユーティリティを供給する既

設の恒設設備（外部電源及び非常用発電機，蒸気及び工業用水の供給施設）

の機能喪失を想定し，代替策としての有効性を確認した上で事故対処設備と

して配備する設備※2等が使用できるよう必要な対策を実施する。

上記以外の施設については，今後とも安全かつ継続して施設を運用し計画的に廃止措

置を進めることができるよう，それぞれのリスクに応じた対策を講じることとする。 

※1 廃止措置計画用火山事象に対して安全機能を維持すべき対象施設は，別添 6-1-

2-1「再処理施設の廃止措置を進めていく上での地震対策の基本的考え方」で示

【資料５】 
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した崩壊熱除去機能および閉じ込め機能を担う設備とする。 

 

※2 別添 6-1-2-1「再処理施設の廃止措置を進めていく上での地震対策の基本的考

え方」に示した事故対処設備。 
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高放射性廃液貯蔵場(HAW)及び 

ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の 

火山事象対策に関する説明書 

（DRAFT） 
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1. 概要

本資料は，「再処理施設の性能に係る技術基準に関する規則」（以下「再処理技術基

準規則」という。）の第八条一項に照らして，令和 2 年 2 月 10 日に認可（原規規発第

2002103 号）を受けた「核燃料サイクル工学研究所再処理施設の廃止措置計画の変更認

可」における「廃止措置計画用火山事象」に基づき，高放射性廃液貯蔵場(HAW)及びガラ

ス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の火山事象（火砕降下物）対策を説明

するものである。 

※ 原子力規制委員会から示された「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 核燃

料サイクル工学研究所（再処理施設）の廃止措置計画の認可の審査に関する考え方」

（平成 29 年 4 月）においては「再処理施設の性能に係る技術基準に関する規則」

（以下「再処理維持基準規則」という。）に照らして審査するものとされているが，

改正第 3条の施行の日（令和 2 年 4月 1 日）から廃止措置計画の認可は再処理技術

基準規則に従うこととされているため，本資料では従来までの再処理維持基準規則

を再処理技術基準規則で読み替える。

2. 火山事象対策の基本的考え方

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクル工学研究所（再処理施設）

（以下，「東海再処理施設」という）の廃止措置計画において，高放射性廃液貯蔵場（HAW）

及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の廃止措置計画用火山事象

（以下、火山事象という。）に対する安全対策の検討は，「添付資料 6-1-4-2-1 再処

理施設の廃止措置を進めていく上での火山事象対策の基本的考え方」に基づいて行う。

また，影響評価については「原子力発電所の火山影響評価ガイド」（原子力規制委員会，

平成 25 年 6 月 19 日，改正 令和元年 12 月 18 日）（以下，「ガイド」という。）を参

考に実施する。 

3. 建家への降下火砕物による積載荷重に対する健全性評価

3.1 降下火砕物による荷重の設定

令和 2 年 2 月 10 日に認可（原規規発第 2002103 号）を受けた「核燃料サイクル工

学研究所再処理施設の廃止措置計画の変更認可」で設定した降下火砕物の条件に基づ

き，湿潤密度 1.5 g/cm3，層厚 50 cmの降下火砕物による堆積荷重として，7350 N/m2

を設定する。その他の荷重として，以下の従荷重及び除灰時の人員荷重を重畳させ，

自重，積載荷重の他，建家鉛直方向に作用する荷重として合計 8540 N/m2を設定する。 

(1) 降水

火山灰は一般に透水性が高く，降水が堰き止められて荷重が増加することは
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考えにくいが，湿潤状態の火山灰の密度として 1.5 g/cm3を考慮することで，

乾燥状態の密度 0.3 g/cm3よりも 1.2 g/cm3大きい密度を考慮していることか

ら，降水に伴う従荷重は考慮済みである。 

(2) 積雪

再処理施設のある茨城県那珂郡東海村は，建築基準法での多雪区域に当たら

ないが，多雪区域と同等の重ね合わせを考慮する。建築基準法では，多雪区域

において暴風あるいは地震時の荷重評価の際に積雪の重ね合わせを求めてい

るが，その際従たる積雪荷重はまれに起こる積雪荷重ではなく，平均的な積雪

荷重としており，平均的な積雪荷重は短期積雪荷重の 0.35 倍としている。茨

城県建築基準法施行細則による東海村の垂直積雪量は 30 cmであり，この 0.35

倍として 10.5 cmの積雪を考慮する。建築基準法での積雪の単位荷重は積雪量

1 cm当たり 20 N/m2であり，重畳する積雪荷重として 210 N/m2を考慮する。 

(3) 風

施設は陸屋根であり，降下火砕物による堆積荷重は鉛直方向に作用する。一

方，風荷重は水平方向に作用することから，各々独立に評価できる。 

(4) 地震活動

基準地震動の震源と火山とは十分な距離があることから，各々独立した事象

として扱い，重畳は考慮しない。 

火山性地震については，火山と敷地が 90 km以上離れていることから，重畳

は考慮しない。 

(5) 津波

基準津波を発生させる地震の震源と火山とは十分な距離があることから，

各々独立した事象として扱い，重畳は考慮しない。 

(6) 外部人為事象

火山事象と外部人為事象はそれぞれ独立した事象であり，外部人為事象によ

る荷重は考慮しない。 

(7) 除灰時の人員荷重

降下火砕物を除灰する際の人員の荷重については，建家健全性評価において

「建築構造設計基準の試料」（国土交通省 平成 30年版）に示される屋上の通

常人が使用しない場合の床版計算用積載荷重 980 N/m2を考慮し，健全性確認を
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行う。 

なお，建家屋上除灰時は，スコップ，土嚢，集塵マスク，ゴーグル，箒等軽

量な資材を使用し，重機等の大きな荷重を伴う資機材は使用せず，集積した降

下火砕物は可能な限り均等に配置し，灰置場に運搬する。 

3.2 評価方法 

「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 2010（日本建築学会）」（RC 規準）に

記載された計算式に基づき屋根スラブに作用する曲げモーメント評価を実施する。 

等分布荷重を受ける長方形スラブの曲げモーメントは次式で表される。 

短辺x方向の曲げモーメント（単位幅につき） 

  両端最大負曲げモーメント 

M𝑥𝑥1 = −
1

12
𝑤𝑤𝑥𝑥𝑙𝑙𝑥𝑥

2
・・・(1)

  中央部最大正曲げモーメント 

M𝑥𝑥2 =
1

18
𝑤𝑤𝑥𝑥𝑙𝑙𝑥𝑥

2
・・・(2)

長辺y方向の曲げモーメント（単位幅につき） 

  両端最大負曲げモーメント 

M𝑦𝑦1 = −
1

24
𝑤𝑤𝑙𝑙𝑥𝑥

2
・・・(3)

  中央部最大正曲げモーメント 

M𝑦𝑦2 =
1

36
𝑤𝑤𝑙𝑙𝑥𝑥

2
・・・(4)

ここで，各曲げモーメントが作用する位置は長方形スラブに対して， 
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であり， 

 lx：短辺有効スパン 

 ly：長辺有効スパン 

 w：単位面積についての全荷重 

w𝑥𝑥 =
𝑙𝑙𝑦𝑦

4

𝑙𝑙𝑥𝑥
4 + 𝑙𝑙𝑦𝑦

4
𝑤𝑤 

 

・・・(5) 

である。ただし，有効スパンとは，支持部材間の内法寸法をいう。文献では，

周辺より lx/4 幅の B 部分については，周辺に平行な方向の曲げモーメントを

半減できるとしているが，ここではスラブに作用する最大曲げモーメントを

考慮するので，A 部分について許容曲げモーメントと比較する。wx は長辺方向

への荷重分担分を減じた荷重であり，lx=ly の場合に w/2 となり長辺方向の曲

げモーメントと短辺方向の曲げモーメントは一致する。lx/ly<1 では，wx/w>1/2

となり Mx1/My1>1 となることから，本算定方式では A 部分に生じる短辺方向両

端最大負曲げモーメントが絶対値として最大となる。 

 

スラブの許容曲げモーメント M は，梁に対する算定式を用いることができ，

引張鉄筋比が釣合鉄筋比以下のときは，次式で算出できる。 

M = a𝑡𝑡f𝑡𝑡
7
8

d 
 

・・・(6) 

ここで，atは引張鉄筋断面積（単位長当たりの下部鉄筋断面積），ftは鉄筋の許容引

張応力度，dは有効せい（圧縮縁から引張鉄筋中心までの距離）である。引張鉄筋比

pt及び釣合鉄筋比ptbは次のとおり計算される。 

𝑝𝑝𝑡𝑡 =
a𝑡𝑡
𝑏𝑏𝑏𝑏

 

 

・・・(7) 

𝑝𝑝𝑡𝑡𝑡𝑡 =
1

2 �1 + 𝑓𝑓𝑡𝑡
𝑛𝑛𝑓𝑓𝑐𝑐

� � 𝑓𝑓𝑡𝑡𝑛𝑛𝑓𝑓𝑐𝑐
�𝑛𝑛 + �𝑛𝑛 − 1�𝛾𝛾𝑑𝑑𝑐𝑐1� − �𝑛𝑛 − 1�𝛾𝛾 �1 − 𝑑𝑑𝑐𝑐1��

 

 
 ・・・(8) 

ここで，bは梁幅でありスラブの場合は単位長となる。fcはコンクリートの許容圧縮

応力度，nはヤング係数比でコンクリートの設計基準強度に対して次のとおり与えら

れる。 

 

コンクリートの設計基準強度

(N/mm2) 

ヤング係数比：n 

27以下 15 

27を超え，36以下 13 

36を超え，48以下 11 

48を超え，60以下 9 
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γは複筋比ac/atであり，acは圧縮鉄筋断面積で，上部配筋と下部配筋が同様であれば

acとatは等しく，γは1となる。また，dc1は次式で定義され， 

𝑑𝑑𝑐𝑐1 =
𝑑𝑑𝑐𝑐
𝑑𝑑
 ・・・(9)

dcは圧縮縁から圧縮鉄筋中心までの距離である。 

建家のスラブの健全性は，スラブの許容曲げモーメント M が A 部分に生じ

る短辺方向両端最大負曲げモーメント Mx1 の絶対値を上回ることで評価する。 

3.3  高放射性廃液貯蔵場（HAW）の健全性評価 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の屋上スラブは図 6-1-4-2-2-1 から図 6-1-4-2-

2-3 に示すとおり設計，施工されている。

図 6-1-4-2-2-1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）鳥瞰図（加筆） 

図 6-1-4-2-2-2 高放射性廃液貯蔵場（HAW）スラブ断面図 
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コンクリートの設計基準強度は 210 kg/cm2(SI 単位では 20.6 N/mm2)，異形

鉄筋の許容応力度は 3000 kg/cm2(SI 単位では 294 N/mm2)である。降下火砕物

は適宜除去作業を実施することから，コンクリートの許容圧縮応力度及び鉄

筋の許容引張応力度に短期荷重に対するものを用い，それぞれ 13.7 N/mm2 及

び 294 N/mm2 として釣合鉄筋比(ptb)を算出した場合，PR 階に対して 1.61×10-

2，5 階に対して 1.86×10-2 となる。スラブの形状から算出される引張鉄筋比

(pt)は PR 階スラブ及び 5 階スラブいずれも 3.67×10-3 であり，釣合鉄筋比を

下回っている。 

PR 階スラブについては，積載荷重はいずれの位置でも 800 kg/cm2(SI 単位

では 7.84×103 N/m2)にて設計しており，5 階スラブについては，特殊荷重と

して図 6-1-4-2-2-3 に示す位置に対して 1300 kg/cm2 (SI 単位では 1.275×

104 N/m2)にて設計していることから，PR 階スラブは短辺が最も長い図中 A の

位置のスラブを，5 階スラブは短辺スラブが最も長いスラブのうち，特殊荷重

にて設計している図中 B の位置のスラブを評価対象とした。 

図 6-1-4-2-2-3 スラブ伏図（加筆） 

建家鉛直方向に作用する負荷による曲げモーメントを，引張鉄筋の短期許

容応力度より算出した許容曲げモーメントと比較した結果を次表に示す。こ

れらから，PR 階及び 5 階スラブは降下火砕物等による静的荷重に耐えうる。 
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表 6-1-4-2-2-1 屋上スラブの健全性評価結果 

PR 階スラブ 5 階スラブ 

短辺有効スパン (m) 3.7 2.8 

長辺有効スパン (m) 7.7 7.9 

自重 (N/m2) 7120 9470 

積載荷重 (N/m2) 7845 12750 

降下火砕物等による荷重 (N/m2) 8540 8540 

Wx (N/m2) 2.23×104 3.03×104 

Mx1 (N) 2.65×104 3.57×104 

引張鉄筋断面積 (m2) 6.34×10-4 9.93×10-4 

有効せい (m) 1.73×10-1 2.71×10-1 

M (N) 2.83×104 6.94×104 

Mx1/M 0.93 0.51 

3.3 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の健全性評価 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の屋上スラブは PR 階と R

階のスラブがあり，それぞれ複数種類がある。 

図 6-1-4-2-2-4 ガラス固化技術開発施設（TVF）鳥瞰図（加筆） 

R階スラブ 

ガラス固化技術開発棟 

ガラス固化技術管理棟 

PR階スラブ 
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スラブの配置はスラブ伏図（図 6-1-4-2-2-5）に示すとおりであり，一部に

は上部鉄筋の短辺 h 方向に複数種類の異形鉄筋を交互に配筋している（図 6-

1-4-2-2-6）。スラブ厚さ及び異形鉄筋の配筋状況は表 6-1-4-2-2-2 のとおり

である。 

図 6-1-4-2-2-5 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 
スラブ伏図（加筆）
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図 6-1-4-2-2-6 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 
短辺方向スラブ断面図 

表 6-1-4-2-2-2 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 
スラブ諸元

スラブ 厚さ 

(mm) 

異形鉄筋 

○ 

異形鉄筋 

● 

釣合鉄筋比 引張鉄筋比 

PRS1 D10 D10 1.33×10-2 3.12×10-3 

PRS2 D10 D13 1.24×10-2 4.38×10-3 

RS1 D10 D10 1.33×10-2 3.12×10-3 

RS2 D10 D13 1.24×10-2 4.38×10-3 

RS3 D13 D13 1.28×10-2 5.61×10-3 

RS4 D13 D13 1.60×10-2 3.89×10-3 

コンクリートの設計基準強度は 225 kg/cm2(SI 単位では 22.1 N/mm2)，異形

鉄筋の許容応力度は 3000 kg/cm2(SI 単位では 294 N/mm2)である。降下火砕物

は適宜除去作業を実施することから，コンクリートの許容圧縮応力度及び鉄

筋の許容引張応力度に短期荷重に対するものを用い，それぞれ 14.7 N/mm2 及

び 294 N/mm2 として釣合鉄筋比(ptb)を算出し，スラブの形状から算出される

引張鉄筋比(pt)と比較した結果を併せて表に示した。いずれのスラブも引張鉄

筋比は釣合鉄筋比を下回っている。 

屋上スラブのうち，図 6-1-4-2-2-5 に示したスラブ伏図において破線で示

した位置について特殊荷重を考慮している。また，スラブの種類も多様である

ことから，それぞれの種類について最も短辺が長いものを抽出し，図中 A～F

のスラブについて健全性評価を実施した。これらから，PR 階及び 5 階スラブ

は降下火砕物等による静的荷重に耐えうる。 
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6-1-4-2-2-3 屋上スラブの健全性評価結果 

 PR 階スラブ R 階スラブ 

A(PRS1) B(PRS2) C(RS1) D(RS2) E(RS3) F(RS4) 

短辺有効スパン (m) 2.5 3.2 2.4 3.2 3.8 2.9 

長辺有効スパン (m) 2.9 5.2 2.4 6.9 6.9 6.9 

自重 (N/m2) 5980 5980 5980 5980 5980 7160 

積載荷重 (N/m2) 880 880 1770 1770 1770 9810 

降下火砕物等による荷
重 (N/m2) 

8540 8540 8540 8540 8540 8540 

Wx (N/m2) 9.92×103 1.35×104 8.15×103 1.56×104 1.49×104 2.47×104 

Mx1 (N) 5.17×103 1.15×104 3.91×103 1.33×104 1.80×104 1.73×104 

引張鉄筋断面積 (m2) 3.57×10-4 4.95×10-4 3.57×10-4 4.95×10-4 6.34×10-4 6.34×10-4 

有効せい (m) 1.15×10-1 1.13×10-1 1.15×10-1 1.13×10-1 1.13×10-1 1.63×10-1 

M (N) 1.05×104 1.44×104 1.05×104 1.44×104 1.84×104 2.66×104 

Mx1/M 0.49 0.80 0.37 0.92 0.97 0.65 
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4. 降下火砕物の除去等の対策

（追而） 
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HAW TVF
 6-1-4-3-1

25 6 19  
 

  
FARSITE

 

 
 

2.1  
 

FARSITE 1      4.1.055 
Quantum GIS 2 1.8.0-Lisboa 

 
1 FARSITE

USDA Forest Service
 

2 Quantum GIS
 (GIS)  

 
2.2  

2.2.1 FARSITE  
FARSITE

2.2.1-1 FARSITE
6-1-4-3-2-1  

 
2.2.2  

10 km
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2) 
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2.2.4-1  
 (m) 

HAW 37 
TVF 21 

 71 

* 1  
 

 
 

2.3-1  
 [deg]   

1 
23 

( ) 
 

12 km  

20
 

10 20
 

2 
293 

( ) 
3 225 
4 180 
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3.1-1  
  

   3 4 

 
[kW/m] 1  2,215 6,023 5,748 6,085 

 
[m/s] 3  0.29 0.68 0.64 0.67 

 
[hr] 2  12.9 2.1 1.8 0.7 

 
[kW/m2] 1  438 435 440 439 

 
[m] 1  780 1,620 1,620 1,620 

 
[hr] 3  0.06 0.12 0.05 0.13 

 
[m] 2  1.6 1.2 1.7 1.1 

 
[m] 2  0.6 0.4 0.6 0.4 

 1  10 14 10 15 
 

[kJ/m2] 1  7,720 8,957 9,098 9,083 

 
[hour] 2  17.9 24.7 26.1 16.8 

 
 
 

3.2.1-1  

  
 1 2 3 4 

 
[hr] 

 
2  12.9 2.1 1.8 0.7 
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3.3-1  
   

   3 4 

HAW 

 
[m] 1  14 13 13 13 

 
[ ] 1  79 78 78 77 

 
[W/m2] 1  2,912 2,161 3,153 1,950 

 
[hr] 3  0.06 0.12 0.05 0.13 

TVF 

 
[m] 1  13 13 13 13 

 
[ ] 1  121 121 118 117 

 
[W/m2] 1  7,946 5,891 8,606 5,313 

 
[hr] 3  0.06 0.12 0.05 0.13 

 
3.3-2  

   
   3 4 

 

 
[m] 1  19 15 19 14 

 
[ ] 1  75 69 77 67 

 
[W/m2] 1  829 616 897 558 

 
[hr] 3  0.06 0.12 0.05 0.13 
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<205>



6-1-4-3-2-15 

3.5.1-1 IDLH  

 IDLH  

CO2 40,000 [ppm] 

CO 1,200 [ppm] 

 
 

3.5.2-1  
CO2  

 
[ppm] 

HAW TVF 
1 206 238 
2 74 68 
3 20 23 
4 4 14 

     
IDLH 40,000[ppm] 

     
CO  

 
[ppm] 

HAW TVF 
1 17.77 18.91 
2 6.80 6.02 
3 0.92 1.14 
4 0.41 1.03 

     
IDLH 1,200[ppm] 

 
 
  

<206>



6-1-4-3-2-16 

3.6.1-1 IDLH  

 IDLH  

 
 

1,750 [mg/m3] 

 
 

3.6.2-1  
PM10  

 
[mg/m3] 

HAW TVF 
1 0.52 0.52 
2 0.18 0.16 
3 0.03 0.04 
4 0.02 0.04 

     

IDLH 1,750[mg/m3] 
 
  

<207>



6-1-4-3-2-17 

 

 
3.2.1-1 4  

 

 
3.2.2-1  

<208>



6-1-4-3-2-18

3.4.2-1  

<209>



6-1-4-3-2-19

3.6.2-1 HAW  

3.6.2-2 TVF  

<210>



6-1-4-3-2-20

HAW TVF

 

 HAW
TVF

 

 

 

[1]
25 6 .

<211>



6-1-4-3-2-1-1

6-1-4-3-2-1 

FARSITE  

1   
A

[1]

FARSITE  

2  

, http://fgd.gsi.go.jp/download/
10 m

http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/patchjgd_h/download/index.html 

FARSITE
0 m  

2-1  

3  
3.1  

 [2]

3.2  
FARSITE

3.2.1  

(100 m )
3.2.1-1  

<212>



6-1-4-3-2-1-2

FARSITE FARSITE
Fuel Model

FARSITE Canopy Cover
 [2] 5.2 FARSITE

3.2.1-1 ( ) B-1 FARSITE Fuel-
Model 3.2.1-2  

3.2.2  

( 3.2.2-1 )  
3.2.2-2

FARSITE
3 51 80 4 81 100

3 3.2.2-3 3.2.2-4

3.2.3  

6-1-4-3-2-1-1  
3.2.1-1 5.2 FARSITE

3 DB-8-21( ) 4 [3]

Tall grass 10
Brush

3.2.3-1  

<213>



6-1-4-3-2-1-3

3.2.1-1  
5.2 FARSITE  

<214>



6-1-4-3-2-1-4

3.2.1-2  
( ) B-1 FARSITE Fuel-Model  

<215>



6-1-4-3-2-1-5

3.2.2-1  
No. 

1 

10  

10  28 

2 

10 20  

10  
20  

29 

3 

20 30  

20  
30  

32 

4 

30 40  

30  
40  

34 

5 

40  

40  36 

6 
10  

10  27 

7 
10 20  

10  
20  

31 

8 
20 30  

20  
30  

33 

9 
30 40  

30  
40  

35 

10 
40  

40  37 

11 
 

30 

12 Chaparral  
6 feet  

4 

13 -1

<216>



6-1-4-3-2-1-6

No. 

14 Tall grass  
2.5 feet  

3 

15 Brush  
2 feet  

5 

16 99  

-9999  99   

3.2.2-2  

27 10  27 10  
28 10  28 10  
29 10 20  29 10 20  
30 30 
31 10 20  31 10 20  
32 20 30  29 10 20  

33 20 30  31 10 20  
34 30 40  29 10 20  
35 30 40  31 10 20  
36 40  29 10 20  
37 40  31 10 20  

<217>



6-1-4-3-2-1-7

3.2.2-3 FARSITE  
FARSITE  

1 20 

2 21 50 
3 51 80 
4 81 100 

3.2.2-4 FARSITE  
3  4  

<218>



6-1-4-3-2-1-8

2-1  

<219>



6-1-4-3-2-1-9

3.2.1-1  

<220>



6-1-4-3-2-1-10

3.2.3-1  

<221>



6-1-4-3-2-1-11

3  
10

( ) 2007 2017
38.2  

( ) 2007 2017 11  
( ) 2007 2017

17.5 m/s  
( ) (3)

FARSITE  

( ) FARSITE

( ) m/s FARSITE km/hour

( ) 
0  

( ) 

( ) 

5:00 15:00  

<222>



6-1-4-3-2-1-12

4 FARSITE  
FARSITE

4-1 FARSITE  

<223>



6-1-4-3-2-1-13

4-1 FARSITE  

2-1    10 
m 

3.2.1-1 
(100 m )

3.2.3-1 

 9  3 Tall grass, 4:Chaparral, 5:Brush, 27 10
,28 10 ,29 10

20 ,30 ,31 10
20 ,99  

 2  
20

10 20

3 
3  

km/hr  
63 

2007 2017 17.5 m/s
63 km/hr 1 

deg  
23 

1  
293 

2  
225 

3  
180 

4  
39 

2007 2017
38.2 1 

11 2007
2017 11 1 

<224>



6-1-4-3-2-1-14

mm  
0 0  

0 0  

5:00 

15:00 
5:00 15:00

<225>



6-1-4-3-2-1-15

5  
[1] A

25 6 .
[2] ( )

24 6 .
[3] ( ) DB-8-01

7 .

<226>



6-1-4-3-2-1-1-1

6-1-4-3-2-1-1 

1  

1000 m2 30 m×30 m 49 

1-1  

1-1  

<227>



6-1-4-3-2-1-1-2 

 
2  

2-1 20
FARSITE 10

20 2-1  
 

2-1  
No.    
1   20  

2   20  
3   40  
4   40  
5   40  
6   40  
7   40  

8   20  
9   40  

10   40  
11   40  
12   40  
13   40  

14   30  
15   30  
16   30  
17   40  
18   40  
19   40  

20   40  
21   40  
22   40  
23   40  
24   40  
25   40  

26   40  
27   40  

<228>



6-1-4-3-2-1-1-3 

No.    
28   40  

29   40  
30   40  
31   20  
32   40  
33   20  
34   30  

35   30  
36   30  
37   20  
38   20  
39   20  
40   10  

41   10  
42   10  
43   40  
44   40  
45   40  
46   20  

47   20  
48   40  
49   40  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<229>



6-1-4-3-2-1-1-4 

   
1  

20  

 
3  

40  

 
40  

10  

 
2-1 1 4  

 
 
 
 

<230>



6-1-4-3-2-1-1-5 

   
33  

20  

 
34  

30  

 
29  

40  

 
2-1 2 4  

 
 
 
 

<231>



6-1-4-3-2-1-1-6 

   
46  

20  

 
16  

30  

 
5  

40  

 
2-1 3 4  

 
 
 
 

<232>



6-1-4-3-2-1-1-7 

   
14  

30  

 
9  

40  

 
2-1 4 4  

 
  

<233>



6-1-4-3-2-2-1 

6-1-4-3-2-2 

 
 
1  

A
[1]

 
 

 
 

29
1-1  

 
 

 
1-1  

 
  

<234>



6-1-4-3-2-2-2 

2  
 

245  
62  

 
 

1
2-1  

 
1

HAW
TVF

 
2 245

HAW TVF
 

3 245 62

 
4 62

62 Tall grass
 

 

<235>



6-1-4-3-2-2-3 

 
2-1  

 
  

<236>



6-1-4-3-2-2-4 

3  
3.1 1  

1
10 20

1  
 
3.2 2  

2 10 20
245

2  
 
3.3 3  

3 245 62
 

 
3.4 4  

4 62 Tall 
grass  

 
4.  
[1] A

25 6 . 
 

 
  

<237>



6-1-4-3-2-3-1 

6-1-4-3-2-3 

FARSITE  
 
1 FAESITE  

FARSITE
100 m

1-1
1-1 1-4  

 
1-1  

 1 2 3 4 
 

kW m  
2,215 6,023 5,748 6,085 

 
hr  

12.9 2.1 1.8 0.7 

 
 
 
 
 
 

<238>



6-1-4-3-2-3-2 

 

 

 

 
1-1 1  

<239>



6-1-4-3-2-3-3 

 

 

 

 
1-2 2  

<240>



6-1-4-3-2-3-4 

 

 

 

 
1-3 3  

<241>



6-1-4-3-2-3-5 

 

 

 

 
1-4 4  

  

<242>



6-1-4-3-2-4-1 

6-1-4-3-2-4 

 
 
1  

5 1
8 4

1-1  
 
 

 
1-1  

  
  
  

<243>



6-1-4-3-2-4-2 

2  

 
2.1  

2.1-1 2.1-1
 

2.2  
2.2-1 2.1-1  

 
2.3  

2.3-1  
 

2.1-1  
 1,500  

 2.8m3/min 
 3  

 
 

2.2-1  
 1,500  

 2.8m3/min 
 300  

 1  

 
 

2.3-1  
 102  

 41  
 7  
 3 20m 

 
 
 
 
 
 

<244>



6-1-4-3-2-4-3

2.1-1  

2.2-1  

<245>



6-1-4-3-2-4-4

3  
3.1  

2  

3.2  
1

3.2-1  

<246>



6-1-4-3-2-4-5

3.2-1  

<247>



6-1-4-2-3-5-1

6-1-4-2-3-5 

1  
A

[1] FARSITE

1-1 FAESITE
1-2  

2 
1-1  

<248>



6-1-4-2-3-5-2

1-1  

FARSITE 
[kW/m] 

100 m  

[kW/m2] 
100 m  

[m] 

[hour] 

[m/s] 

[kJ/m2] 
FARSITE

[kW/m2] 
NFPA

0.377  

[hour] 
1-1  

[m] 
×10 m  

[m] 
/3  

<249>



6-1-4-2-3-5-3

1-2 FAESITE  
1 2 3 4 

[m] 
1.6 1.2 1.7 1.1

[hour] 
12.9 2.1 1.8 0.7

[kW/m2] 
438 435 440 439

[hour] 
0.06 0.12 0.05 0.13

[m] 
780 1,620 1,620 1,620

[m] 
0.6 0.4 0.6 0.4

1-1  

<250>



6-1-4-2-3-5-4

2  
1-2

10 m
2-1

1
1tan1

1
1tan2

1
tan1 11

2

1

n
n

nnB
nA

ABn
nAm

n
m

n

RLn
RHm

mnB

mnA

/
/

1

1
22

22

H  [m] 
L  [m] 
R  [m] 

10 m F’ 

fRFE    
fRFE 2  

E  [W/m2]  

Rf  [W/m2] 
F’ 10m  

<251>



6-1-4-2-3-5-5

2-1  

( 3)

W[m]

( 1) F
( 2) F 2

( 1)

( 1) 10m

10m F’
( 2)

( 2) ,                   (H [m]) R
F

2
10

3
HR

( 2)

L[
m

]

( 3) (=10[m])

iL [m]

( 2) ( 2) ( 2)( 1)

<252>



6-1-4-2-3-5-6 

3  
3.1  

3-1 3-1  
 

3.2  
3.2.1  

200 6-1-4-2-3-5-1

 
 
3.2.2  

SMA41
350  

  JSMR
350  

 
3.3  

3.3.1  
1 2

200
 

 x
Tk

xt
TCp

  

Lx
x
T

xTThE
x
Tk

0

0)( 0
  

  
T    [ ] 

   2,400 [kg/ m3]  

pC
 

  963 [J/kg/K] 3  

k   1.74 [W/ m/K] 3  

<253>



6-1-4-2-3-5-7 

E   [W/m2] 

L    [m] 
h   17.0 [W/m2/K] 4  

0T  50 [ ]  

10 
 

 

 
 

fRE   
E  [W/m2] 
Rf  [W/m2] 

 
 

L
 

 

1
1tan1

1
1tan2

1
tan1 11

2

1

n
n

nnB
nA

ABn
nAm

n

m
n

 

RLn
RHm

mnB

mnA

/
/

1

1
22

22

 
 

 
H  [m] 
L  [m] 
R  [m] 

 

 

<254>



6-1-4-2-3-5-8

3.3.2  

5

350  

T = + 1

T    [ ] 

E   [W/m2] 

h   17.0 [W/m2/K] 4  

0T  50 [ ]  

10 

fRE

E  [W/m2] 
Rf  [W/m2] 

L

1
1tan1

1
1tan2

1
tan1 11

2

1

n
n

nnB
nA

ABn
nAm

n

m
n

 

<255>



6-1-4-2-3-5-9

RLn
RHm

mnB

mnA

/
/

1

1
22

22

H  [m] 
L  [m] 
R  [m] 

<256>



6-1-4-2-3-5-10

3-1  
(m) 

HAW 37
TVF 21

71 

* 1

3-1  

4.
[1] A

25 6 .
[2]  1995
[3]  1988

<257>



6-1-4-2-3-5-11 

[4] 2010  
[5]

2007  
 

 

<258>



6-1-4-2-3-5-1-1 

   
 

 
 

1  
 1

200
1-1

 
 

 
1-1  

 
2.  
[1] 

2007  
  

<259>



6-1-4-2-3-6-1 

6-1-4-2-3-6 

 
 

1.  

HAW TVF

 
 

2.  

 

 

 
1-1  

 
1-1  

    
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

<260>



6-1-4-2-3-6-2 

  

<261>



6-1-4-2-3-7-1 

 
 
 
1  

  
 

2  
 [1]

 
HAW TVF

2-1  
 

2-1  
  

   
  HAW  

TVF  

 
  

<262>



6-1-4-2-3-7-2 

3.  
3.1  

HAW TVF

85 97

 

 
HAW 3-1 TVF 3-2

 
 

3.2  
HAW TVF

CO, CO2, PM10
2

Immediately Dangerous to Life of Health 3 IDLH

 

FARSITE

3.2-1
3.2-2

 
6-1-4-2-3-7-1

 
IDLH

HAW TVF
 

30
 

 
  

<263>



6-1-4-2-3-7-3 

3.2-1  
CO2  

 
HAW TVF 
 

[ppm] 
 

[hr] 
 

[ppm] 
 

[hr] 
1 206 2.5 238 2.0 
2 74 1.5 68 1.5 
3 20 3.0 23 6.5 
4 4 1.5 14 1.0 

     
IDLH 40000[ppm] 

     
CO  

 
HAW TVF 
 

[ppm] 
 

[hr] 
 

[ppm] 
 

[hr] 
1 17.77 2.5 18.91 1.0 
2 6.80 0.25 6.02 0.25 
3 0.92 9.0 1.14 9.0 
4 0.41 1.5 1.03 1.0 

     
IDLH 1200[ppm] 

 
  

<264>



6-1-4-2-3-7-4 

3.6.2-1  
PM10  

 
HAW TVF 
 

[mg/m3] 
 

[hr] 
 

[mg/m3] 
 

[hr] 
1 0.52 2.5 0.52 2.5 
2 0.18 0.25 0.16 0.25 
3 0.03 9.0 0.04 6.5 
4 0.02 1.5 0.04 1.0 

     

IDLH 1750[mg/m3] 
 

  

<265>



6-1-4-2-3-7-5 

3.2-1 HAW  
 

 
3.2-2 TVF  

 
 
 

<266>



6-1-4-2-3-7-6 

4.  
[1] 25 6 . 
[2] 29 4 . 
[3]The National Institute for Occupational Safety and Health 

(NIOSH),Immediately Dangerous To Life or Health (IDLH) Values 
(https://www.cdc.gov/niosh/idlh/intridl4.html) 

 
 

<267>



6-1-4-2-3-7-1-1 

6-1-4-2-3-7-1 

 
 
 
1  

FARSITE  
FARSITE

 
(a) CO2  
(b) CO  
(c) PM10  
(d)  

 
(a) (d)

[1]  
 

 

2

2

2

2

2

2

2
exp

2
exp

2
exp

2 z

e

z

e

yzy
xyz

HzHzy
u

QC  

 
CONCAWE  

 4/32/1175.0 uQH He   

Cxyz   [ kg/m3] 
Q [m3/s kg/s] 
He  [m] 

y z  
QH  [cal/s] 
u [m/s] 
y [m] 
z [m] 

 
 

CRSTER 1-1
[2] 

 

<268>



6-1-4-2-3-7-1-2 

 
 

 
 

 

1-2  
 

 
VG  [m/s] 
D  [m] 

s [g/m3] 
g  [m/s2] 
 [m2/s] 
a (g/m3) 

  

<269>



6-1-4-2-3-7-1-3 

 
1-1 CRSTER  

 
 

 
1-2  

<270>



6-1-4-2-3-7-1-4 

2  
 

 
 

 
 

 
 

 
2.1  

 
T.P. 2-1  

 
2.2  

FARSITE
 

 
 CO CO2 

 PM10 
 

2.3  
2.3 FARSITE

 
 

2.4  
FARSITE  

2-2
m m

 
 
2.6  

 

<271>



6-1-4-2-3-7-1-5 

 
2-1  

  
 

(m) 
(T.P.+m) 

( )  

HAW  21.00 6.00 27.00 
TVF  25.45 7.65 33.10 

 
2-2 (Briggs ) 

 
 
 
  

<272>



6-1-4-2-3-7-1-6 

3.  
3-1 3-12

 
  

<273>



6-1-4-2-3-7-1-7 

 
H 
A
W  
 

2.5 206 [ppm] 

 
T 
V 
F 

2.0 238 [ppm] 

3-1 CO2 1  
 
 
 
 

<274>



6-1-4-2-3-7-1-8 

 
H 
A
W  
 

1.5 74 [ppm] 

T 
V 
F 

1.5 68 [ppm] 

3-2 CO2 2  
 
 
 
 

<275>



6-1-4-2-3-7-1-9 

 
H 
A
W  
 

3.0 20 [ppm] 

T 
V 
F 

6.5 23 [ppm] 

3-3 CO2 3  
 
 
 
 

<276>



6-1-4-2-3-7-1-10 

 
H 
A 
W 
 

1.5 4 [ppm] 

T 
V 
F 

1.0 14 [ppm] 

3-4 CO2 4  
 
 
 
 

<277>



6-1-4-2-3-7-1-11 

 
H 
A 
W 
 

2.5 17.77 [ppm] 

T 
V 
F 

1.0 18.91 [ppm] 

3-5 CO 1  
 
 
 
 

<278>



6-1-4-2-3-7-1-12 

 
 
H 
A 
W 
 

0.25 6.80 [ppm] 

T 
V 
F 

0.25 6.02 [ppm] 

3-6 CO 2  
 
 
 

<279>



6-1-4-2-3-7-1-13 

 
H 
A 
W 
 

9.0 0.92 [ppm] 

T 
V 
F 

9.0 1.14 [ppm] 

3-7 CO 3  
 
 
 
 

<280>



6-1-4-2-3-7-1-14 

 
H 
A 
W 
 

1.5 0.41 [ppm] 

T 
V 
F 

1.0 1.03 [ppm] 

3-8 CO 4  
 
 
 
 

<281>



6-1-4-2-3-7-1-15 

 
H 
A 
W 
 

2.5 0.52 [mg/m3] 

 
T 
V 
F 

2.5 0.52 [mg/m3] 

 
3-9 PM10 1  

 
 
 
 

<282>



6-1-4-2-3-7-1-16 

 
H 
A 
W 
 

0.25 0.18 [mg/m3] 

 
T 
V 
F 

0.25 0.16 [mg/m3] 

 
3-10 PM10 2  

 
 
 
 

<283>



6-1-4-2-3-7-1-17 

 
H 
A 
W 
 

9.0 0.03 [mg/m3] 

 
T 
V 
F 

6.5 0.04 [mg/m3] 

3-11 PM10 3  
 
 
 
 

<284>



6-1-4-2-3-7-1-18 

 
H 
A 
W 
 

1.5 0.02 [mg/m3] 

 
T 
V 
F 

1.0 0.04 [mg/m3] 

 
3-12 PM10 4  

 
 
 
 

<285>



6-1-4-2-3-7-1-19

4  

[1] [ ] .
[2] EPA-450/2-77/013, “User’s Manual for Single-Source (CRSTER) Model.

<286>
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